
部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 人権問題啓発推進事業費 人権問題啓発推進事業費 1,393 395

農山漁村地域、農業・漁業団体の職員を対象に、
人権問題に関する啓発を推進する。・人権啓発研
修会の開催・人権啓発パンフレットの作成・農業、
漁業団体が開催する人権研修の支援・その他人
権啓発活動

人権尊重社会の実
現

農水商工部 農水商工部
人権問題職員研修会開催
事業費

人権問題職員研修会開催
事業費

282 282

部内職員及び関係団体職員を対象に研修会を開
催して、人権問題に対する認識と理解を深める。
事業内容（１）部内職員及び関係団体職員研修会
の開催（２）全国研究集会等への参加

人権尊重社会の実
現

農水商工部 農水商工部 企業啓発推進事業費 企業啓発推進事業費 1,012 674

県内の企業・事業所等に対して様々な啓発活動を
実施して、人権問題の正しい理解と認識を促進
し、人権条例の普及とそれに伴う施策を推進す
る。事業内容・企業と人権を考える集いの実施・人
権啓発懇話会の実施・企業啓発パンフレットの作
成・人権週間啓発活動等

人権尊重社会の実
現

農水商工部 農水商工部
きらめく農山漁村女性育
成事業費

きらめく農山漁村女性育
成事業費

1,050 1,050

農林水産業において重要な役割を果たしている農
山漁村の女性が、その働きに見合った適正な評価
を受けるとともに、経営や地域社会における方針
決定の場への参画を促進するための環境づくりを
推進する。

男女共同参画社会
の実現

農水商工部 農水商工部 卸売市場流通対策事業費 卸売市場流通対策事業費 123,932 123,932

県内の卸売市場における生鮮食料品の合理的・
安定的な流通を推進する。（１）三重県卸売市場審
議会事業（２）三重県地方卸売市場事業特別会計
繰出事業（３）卸売市場調査指導監督事業

安全で安心な農産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 農産物の生産振興事業費
三重の水田農業構造改革
総合対策事業費

34,678 19,777

「三重の米戦略」に基づき、種子対策、「人と自然
にやさしい米づくり」の推進、実需者ニーズに対応
した品種への誘導や品質向上対策等の取り組み
により、米麦大豆の生産振興を図ります。また、生
産者団体等が実施する生産体制の整備に対して
助成を行います。さらに、米政策改革に伴う各種
施策の円滑な実施と米の生産調整により需要に
応じた米の生産振興を図ります。

安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 農産物の生産振興事業費
茶花き生産振興対策事業
費

14,419 9,419

輸入品や他県産品に対して競争力を持つ農産物
特産ブランド品目を全国に提供するため、県産農
産物の牽引役となる特産品目（茶、花き）につい
て、生産施設等の整備や技術指導により高品質
化と低コスト化を推進するとともに、生産者と協働
して消費宣伝のための情報発信を戦略的に推進
します。

安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 農産物の生産振興事業費
野菜果実生産振興対策事
業費

156,724 11,724

野菜生産出荷安定法に基づく野菜の安定供給を
図るための野菜産地生産指導および野菜価格低
落時の価格補填を行う。果樹関係については、果
樹産地の生産振興を図るための生産指導及び果
実需給安定を図るため計画的生産出荷促進対策
基金に対し造成を行う。また、伝統的な農産物の
持つ価値や新品種新技術等知的財産を活用した
産地再生活動の支援を重点的に進める。

安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 農産物の生産振興事業費
新たな「みえの食材」供給
促進事業費

1,906 1,906

消費者と生産者のいい関係づくりが進んでるな
か、少子高齢化社会における子供や高齢者の嗜
好にあった食材やアレルギーの少ない安全安心
な食材等を生産供給するシステム構築に取り組
み、学校給食や病院食をはじめ多様な県民ニーズ
に対応出来る産地の育成等みえの農畜産物全体
の高品質化を促進する。

安全で安心な農産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
みえの花き花木活用促進
緊急雇用創出事業費

みえの花き花木活用促進
緊急雇用創出事業費

3,200 0

特色ある地域資源として、県産花き花木等を利活
用の視点にたっての強み、弱み等を分析、改善の
うえリストアップし、「美し国おこし三重」関連で行
われるイベントや地域づくり活動での県産花き花
木活用を促進する具体的なツールとして活用す
る。

安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
伊勢茶情報発信人材育成
ふるさと雇用再生事業費

伊勢茶情報発信人材育成
ふるさと雇用再生事業費

12,928 0

価格低迷で茶生産者の経営が圧迫されている現
状に緊急的に対応するため、伊勢茶マイスターと
して活動出来る人材を発掘、育成するとともに、販
売促進活動や安全、安心の強化活動等を通じて、
伊勢茶の情報発信力の強化をはかります。

安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
農作物等適正管理推進事
業費

農作物等適正管理推進事
業費

16,004 4,496

安全・安心な農産物の安定的な供給を推進するた
め、関係する次の事業を推進する。①病害虫発生
予察等総合推進②土壌適正管理調査・指導③土
壌由来温室効果ガスインベントリ情報調査④ＧＡＰ
策定・実践事業費補助金

安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
食の安全・農林水産物安
全確保事業費

農産物生産資材等監視事
業費

3,488 2,266

農業生産資材の適正な流通並びに使用の確保、
農産物等に含まれる有害物質の吸収抑制技術を
活用したリスク低減対策等を進めることにより、事
業者の自主管理を促進し、安全で安心な農産物
が安定的に消費者に対して供給されるような体制
を構築するため、次の対策等を実施する。①肥料
監視・指導対策②農薬監視・指導対策③カドミウ
ム吸収抑制対策④土壌洗浄技術実証調査

安全で安心な農産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
獣害につよい地域づくり推
進事業費

獣害につよい地域づくり緊
急雇用創出事業費

735 0

獣類の生態に基づいた、地域ぐるみでの獣害防
止対策に取り組むために、農作物に被害を与える
ニホンザル等野生獣の生態行動に関するデータを
整理･分析することが効果的である。そのため、県
や市町が把握する野生獣の生態群に関する情報
を収集し、被害対策に活用可能なデータ整理と分
析を委託する。

安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 畜産物の生産振興事業費 中小家畜経営対策事業費 8,723 6,511

効率的で生産性の高い畜産経営体の育成、体質
強化、家畜改良増殖等に係る支援による畜産業
の振興を図る。また、鶏卵、鶏肉及び豚肉の安定
的な生産、供給のため、生産量調査を実施し、自
主的な計画生産を推進するとともに、みえ特産鶏
のブランド化を図る。①畜産経営技術高度化促進
事業費②家畜改良増殖推進事業費③中小家畜対
策事業費④畜産関係中央団体委託事業費

安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 畜産物の生産振興事業費
大家畜生産振興対策事業
費

17,049 2,355

肉用牛経営の安定と生産技術の改善を図るととも
に、乳用牛群の効率的な能力検定の普及定着と
生乳の計画的生産による酪農経営の安定的な発
展を図る。また、飼料作物の生産性の向上と県内
産飼料の自給体制の確立を推進する。①酪農振
興対策事業②肉用牛振興対策事業③自給飼料対
策事業

安全で安心な農産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 畜産物の生産振興事業費
資源循環型畜産確立対策
推進事業費

3,636 2,636

①総合対策指導事業環境保全型畜産の総合的な
推進②コミュニティー家畜堆肥リサイクル推進事
業堆肥流通モデル地域を選定し、耕畜連携の強
化による安定的・効率的な堆肥流通体制の確立と
環境と調和のとれた畜産経営、資源循環型農業
の推進③土地資源活用飼料基盤拡大基本調査事
業調査地域における土地利用実態調査及び飼料
基盤拡大基本構想の策定

安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
食肉センター流通対策事
業費

食肉センター流通対策事
業費

100,516 100,516

１市場機能強化対策事業費補助金・・・全国的な
生産農家の廃業等で出荷頭数が減少し集荷に対
する市場競争を招いていることに鑑み、四日市畜
産公社が行う卸売市場機能強化対策を支援し、公
社の経営安定を図る。２食肉処理施設再整備事
業費補助金・・・四日市市が実施した四日市市食
肉センターの食肉処理施設再整備費の市債償還
元金・利子に対して補助する。３食肉処理施設維
持対策事業費補助金・・・県南部地域の基幹食肉
処理施設として松阪牛等食肉の生産流通を支え
る松阪食肉流通センターの安定した運営を確保す
るため、安全・安心な食肉を安定的に供給するの
に必要な施設整備・維持管理経費等に対して補助
する。

安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 家畜衛生防疫事業費 家畜衛生防疫事業費 100,324 39,740

家畜に重度な被害を及ぼす家畜伝染病の発生及
び、発生時のまん延防止を図る。巡回衛生技術指
導による家畜の損耗防止と生産性の向上を図る。
立入検査により飼料及び動物用医薬品等の適正
使用を推進し安全な畜産物の供給に資する。県内
の乳肉用死亡牛のBSE検査を実施し、消費者に
対する牛肉の安全性を高める。紀州家畜保健衛
生所の解体工事を行う。北勢家畜保健衛生所の
耐震強度補強工事を行う。

安全で安心な農産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 一般管理費 一般運営事務費 286 0 三重県地方卸売市場運営協議会に係る経費等
安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 一般管理費
県有資産所在市町村交付
金・消費税

26,800 0
（１）「国有資産等所在市町村交付金法」に基づ
き、松阪市に対して交付金を交付する。（２）事業
収入に対しての消費税を納付する。

安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 施設管理費 市場施設維持管理費 331,018 0

市場の各施設について、関係法令（電気事業法、
消防法、水質汚濁防止法、水道法等）に基づき、
安全かつ適切な施設の維持管理を行う。また、老
朽化の激しい施設の大規模修繕、改修工事等を
行う。

安全で安心な農産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
食の安全・安心地域力向
上事業費

食の安全・安心地域力向
上事業費

2,909 2,909

豊かで健全な食生活を実現するためには、県民一
人ひとりが食について考え、食に関する正しい知
識と理解を深めることが重要です。そのため食育
を通して、食の安全・安心県民運動を推進するた
め、食の安全・安心確保推進モデル地域を設定
し、市町や地域リーダーなど多様な主体と連携・協
働しながら、取り組みを集中的に支援することで、
地域に根ざした活動としていきます。三重県食の
安全・安心の確保に関する条例の趣旨に則り、県
民や食品関連事業者を対象にして、条例や食の
安全・安心に関する啓発活動を推進します。

農林水産資源の高
付加価値化



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
地域資源ブランド化支援
事業費

地域資源ブランド化支援
事業費

65,309 65,309

①三重ブランド認定事業：ブランド化に成功した県
産品及び事業者を適正に評価し、県産品全体の
質の向上を図ります。②三重ブランド情報発信事
業：三重ブランドの情報発信を行い、三重県のイ
メージアップ、誘客等を推進し、県内産業の振興を
図ります。③地域資源ブランド化人材育成事業：
地域資源を活用し、高付加価値化を戦略的に展
開する人材育成とネットワーク形成を支援します。
④生物系知財（バイオトレジャー）発見事業：地域
資源を発掘、再評価してビジネスとしての活用を
促進します。

農林水産資源の高
付加価値化

農水商工部 農水商工部
みえの食・安心安全確立
推進事業費

みえの食・安心安全確立
推進事業費

30,807 30,807

健康で豊かな食生活を実現するためには、安全安
心な食が持続的に生産され、県民に広く提供され
ることが重要である。このことをふまえ、生産者が
環境への配慮や衛生管理を行い、安全・安心な県
内生産物が消費者に提供されるよう、各種表示制
度や、新たな方針に即した生産者と消費者がとも
に支えあう農業を推進する。またあわせて、食品
製造事業者による安全安心確保の取組に対する
支援を行う。

農林水産資源の高
付加価値化

農水商工部 農水商工部
「みえの食」魅力づくり応
援事業費

「みえの食」魅力づくり応
援事業費

11,324 11,324

様々な世代の人々が、食に触れる生活ステージに
おいて「みえの食」の魅力を享受し、「くらしを楽し
む三重」の実現に向けて、みえの食材の魅力づく
り支援や、協賛事業者の自立的展開にむけた情
報発信の強化や、給食事業等への展開を含めた
新たな「みえ地物一番」の推進に取り組みます。

農林水産資源の高
付加価値化



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
地産地消・地域連携創造
支援事業費

地産地消・地域連携創造
支援事業費

37,189 14,189

地産地消運動における民間活動の一層の定着を
促進するため、多様化する県民のニーズに応えた
情報の発信を行うとともに、地産地消や食育を実
践する地域の新たな連携活動を促進します。ま
た、それらの連携活動を実践・定着させるために
必要な地産地消のビジネスモデルへの支援を行う
とともに、新たなステージへの地産地消活動に向
けて調査研究を行います。さらに、学校給食等に
おける地域食材の活用実践・拡大に向けて指針
の活用と、安心安全な食材導入モデル調査を行い
ます。これらにより、「みえの食を支え、食に学ぶ」
環境づくりをすすめ、県民活動の活性化と地域活
力の向上につなげます。

農林水産資源の高
付加価値化

農水商工部 農水商工部
地産地消・地域連携創造
支援事業費

地産地消アンケート調査
緊急雇用創出事業費

1,000 0
地産地消にかかる県民のニーズを把握し、施策に
反映することを目的とする。

農林水産資源の高
付加価値化

農水商工部 農水商工部
首都圏・海外市場開拓支
援事業費

首都圏・海外市場開拓支
援事業費

32,528 32,528

首都圏での販路開拓のための商談会等を通じて、
市場ニーズなどを把握し研鑽することにより、全国
で通用する県産品としての高付加価値化、生産者
の質、技術等の向上を図る。また、首都圏におけ
る三重県産農林水産物の流通拡大を図るため、
流通機能の強化向上に向けて取組む。これらのこ
とにより、県産品に対する評価向上とフィードバッ
クを通じて、県内生産者の意欲向上を図り、１次産
業の活性化に寄与する。海外市場（輸出）では、国
の事業等を通じて、三重県産農林水産物を紹介す
るとともに、県内事業者が輸出に取組みやすい環
境基盤づくりを図る。

農林水産資源の高
付加価値化



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 県営水環境整備事業費 公共事業 172,200 4,350

水路、ため池、ダム等の農業水利施設の保全管
理又は整備と一体的に、地域用水の有する多面
的な機能の維持増進に資する施設の整備を行
い、農村地域における生活空間の質的向上を図
る。また、事業の効率的かつ円滑な推進を図るた
めの計画や環境に配慮した事業を実施するため
の計画を策定する。1.地域用水環境整備事業（地
域用水環境整備型）2.地域用水環境整備事業（単
独魚道整備）3.地域用水機能増進事業4.農業農村
整備事業実施計画5.農村環境計画

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上

農水商工部 農水商工部
農業農村整備事業生態系
調査費

県単公共事業 600 600

農業農村整備を実施する地域の動植物の生態系
を調査し、希少生物の有無を確認するとともに、農
業農村整備事業に伴う工事が希少生物に及ぼす
影響とそれを回避する方法について検討を行う。
また、貴重種・天然記念物等の生態系の保全工法
の事後調査を行いその効果を検証する。採択基
準・生態系調査は農業農村整備事業により工事を
計画してい事業実施前の事業予定地区・事後調
査は環境保全工法を行った事業実施地区

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上

農水商工部 農水商工部 希少生物保全事業費 県単公共事業 2,050 2,050

農業基盤整備を実施するにあたり、絶滅危惧種や
地域において保全が必要とされている希少生物等
が生息する場合は、従来工法との差額にかかる
工事費の地元負担金を県が補助することにより、
生態系に配慮した整備を推進し、「自然と共生する
社会づくり」「都市住民にとっても魅力的な個性あ
る地域づくり」を進めます。採択基準絶滅危惧種や
希少生物などが生息する水路やため池など農業
用施設の改修にあたり、生態系に配慮した工法を
採用する地区において、従来工法との差額分に係
る地元負担金を補助する。

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
農地・水・環境保全向上対
策事業費

公共事業（農山漁村再生） 180,000 165,900

農地・農業用水等を社会共通資本と位置づけ、農
業者に加え、多様な主体の参画（ＮＰＯ、自治会、
中小学校、地域住民等）により、これらの資源を保
全することで、安全･安心な食料の安定的な生産
や、地産地消に寄与するとともに、農村地域にお
いて地域資源を守り育てることにより、農村集落の
維持・活性化を図り、農業が本来有する自然循環
機能を維持・増進させます。このため、地域ぐるみ
での効果の高い共同活動等に取り組む活動組織
に対して地域協議会が交付金を交付するために
必要な経費に充てるため、あらかじめ資金を積み
立てるために必要な経費を交付する。

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上

農水商工部 農水商工部
農地・水・環境保全向上対
策データベース整備緊急
雇用創出事業費

農地・水・環境保全向上対
策データベース整備緊急
雇用創出事業費

5,000 0
農地・水・環境保全向上対策の適正かつ円滑な実
施に資するため、県内約３００組織のデータベース
整備を行う。

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上

農水商工部 農水商工部
ふるさとの機能発揮促進
事業費

中山間地域等直接支払事
業費

153,097 59,615

耕作放棄地の増加等により、多面的機能の低下
が特に懸念されている中山間地域等において、農
業生産の維持を図りつつ多面的機能を確保すると
いう観点から、耕作放棄地の主要因となっている
生産条件の不利性を直接的に補正するため、平
坦地域との生産条件の格差の範囲内の一定額を
耕作者に直接支払い、事業を実施する。

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上

農水商工部 農水商工部
ふるさとの機能発揮促進
事業費

中山間地域等直接支払事
業基金積立金

90,291 0
中山間地域等直接支払事業の円滑な推進を図る
ため、その国庫負担金相当額の財源を基金に造
成する。

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
国営造成施設管理体制整
備促進事業費

国営造成施設管理体制整
備促進事業費

6,342 2,181

農業水利施設は農業生産面での役割だけでなく、
水資源の涵養や洪水防止等の多面的機能を有し
ている。さらに、これらの施設に対し、近年の都市
化・混住化に伴い環境への配慮や安全管理の強
化等複雑かつ高度な管理が必要となってきてい
る。このため、国営造成施設を管理する土地改良
区の管理体制の整備・強化のために県及び市町
が事業主体となり、施設管理計画の策定事業、推
進事業、強化支援事業を行う。

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上

農水商工部 農水商工部
農業水利施設管理体制づ
くり緊急支援事業費

農業水利施設管理体制づ
くり緊急支援事業費

1,487 0

農業水利施設を管理する土地改良区の管理体制
が脆弱化してきており、多面的機能を県民に持続
的に提供できない状況になりつつあることが危惧
されている。また、県民からは、農業水利施設の
管理について、安全・安心な管理や環境への配慮
等の要請が増大している。このため、地域住民と
連携して、持続可能な管理体制を構築するため、
水路施設の改修や管理道路路面補修等、多面的
機能を発揮するための活動等を地域住民とともに
行い、地域住民が施設の管理活動に参加すること
を支援する。

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上

農水商工部 農水商工部
離島漁業再生支援交付金
事業費

離島漁業再生支援交付金
事業費

13,000 5,243

離島の漁業は、本土に比べ販売・生産の面で不
利な条件にある。また、離島においては漁業が基
幹産業であるが、漁業者の減少や高齢化が進ん
でおり、このまま放置すれば、漁場の活用が十分
に行われないだけでなく、離島の漁業や集落が果
たしている役割や機能が失われる懸念がある。こ
のように厳しい状況にある離島漁業の再生を図る
ため、離島集落における話し合いを通じて、漁場
生産力の向上や集落の創意工夫を活かした取り
組みを促進する必要があることから、その取り組
みを下支えするために離島漁業再生支援交付金
事業を実施する。

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上

農水商工部 農水商工部
「みえのうみ」環境保全活
動促進事業費

「みえのうみ」環境保全活
動促進事業費

5,511 5,511

「里海」伊勢湾を再生し、豊かな海の恵みを取り戻
すために、沿岸流域に関する情報収集・発信の強
化や、多様な主体と連携した流域の健康診断およ
び保全策を実施するとともに、地域で活動の核と
して行動できる人材育成や多様な主体が参加する
流域ネットワークづくりを行い、県民が主体となっ
た海の環境保全に向けた取り組みを推進します。

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
伊勢湾漁場環境浄化型漁
業推進事業費

伊勢湾漁場環境浄化型漁
業推進事業費

3,021 3,021

アサリは海底泥の有機物を浄化する機能を有し、
ノリは漁場環境水中のチッソ、リンを吸収し、酸素
を漁場に供給する環境保全に寄与する生物であ
り、両者とも伊勢湾の伝統的漁業生産の主役であ
る。しかし、近年、アサリ資源は激減し、のり養殖
業は漁場環境の悪化と赤腐れ病による生産量の
低下、品質の低下等により、漁業生産の衰退が著
しい。このため、アサリ資源管理型漁業を推進し、
のり養殖業の振興対策と県民への多面的機能の
効果を普及啓発する。

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上

農水商工部 農水商工部
環境・生態系保全活動支
援事業費

環境・生態系保全活動支
援事業費

9,236 8,218

藻場・干潟等は、漁業生産の場であるだけではな
く、水質浄化、二酸化炭素の固定、多様な生物の
育成の場といった、多面的な機能を持ち、これらの
重要な機能は、漁業者のおこなう保全活動により
維持されてきました。しかし、近年の海洋環境の変
化、漁業者の減少・高齢化などにより、これらの多
面的な機能は低下しつつあり、このまま放置すれ
ば、失われる懸念があります。このため、保全活
動の受け皿となる組織を支援することにより保全
活動を促進し、藻場・干潟等の多面的機能の維
持・回復を図る必要があることから、環境・生態系
保全活動支援事業を実施します。

農水産業が持つ多
面的機能の維持・
向上

農水商工部 農水商工部 農政総務費 一般管理事業費 135,911 124,794
農水商工部内政策開発経費及び部内運営にかか
る経費

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 農政総務費 農政関係団体育成負担金 700 700

農林水産顕彰、啓発関係行事並びに農林水産業
に関する調査研究等を実施することにより、国民
の農林水産業に対する認識を深め、農林水産業
者の技術改善及び経営発展の意欲の高揚を図
る。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 農政総務費 研修会参加負担金 409 409 各種研修会参加に係る負担金
農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 職員研修事業費 職員研修事業費 608 608
職員研修センター等における職員研修にかかる経
費

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
土地改良直轄調査受託事
業費

土地改良直轄調査費 2,400 0

農業生産基盤及び農村環境整備等を円滑に推進
するために、水・土地等に関する国の直轄調査の
一部を受託、実施する。①農業基盤整備基礎調査
②経済効果測定基準調査③事業計画管理調査
（営農推進台帳作成）④営農計画管理調査⑤広域
農村総合整備基本調査

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
農業経営体育成普及事業
費

農業経営体育成普及事業
費

58,315 9,334

経営感覚に優れた経営体の育成、担い手農業者
の確保育成、地産地消をふまえた産地育成指導
等を行う農業改良普及センターの充実、整備、普
及指導員の資質向上を図る。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 経営構造対策事業費 経営構造対策事業費 58,987 3,317

効率的・安定的な経営体が地域農業の相当部分
を占める農業構造を確立するため、新規就農の促
進、認定農業者の育成、法人経営への発展等担
い手となる経営体の確保・育成を目的とした経営
構造対策を推進する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
農業・農村再生検討調査
事業費

農業・農村再生検討調査
事業費

500 500

三重県農業の目指すべき姿を明らかにするととも
に、農業・農村の再生に向けた取り組みの枠組
み、具体的な活動方向、関係機関との役割分担な
どを明確するため、必要な調査・検討を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 農業研修教育支援事業費 農業大学校運営事業費 51,219 20,096

農業後継者育成のための教育機関として、教育計
画に基づき、一般教養、農業基礎、専攻の各講義
並びに実習を実施し、知識や能力を付与する。●
事業内容２年課程及び１年課程（定員40名）農業
短期研修

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
青年農業者等確保育成対
策事業費

就農支援資金貸付金事業
費

15,883 -480

知事により就農計画の認定を受けた認定就農者
に対して就農に必要な農業の技術、経営方法を習
得するための研修、その他就農の準備に必要な
資金の貸付を無利子で行う（財）三重県農林水産
支援センターに対して、資金を無利子で貸し付け
る。また、本県への新規就農を積極的に誘致、支
援することを目的に、県内へ就農した者に対し償
還免除を行うため、（財）三重県農林水産支援セン
ターに償還金を補助する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
青年農業者等確保育成対
策事業費

青年農業者就農支援事業
費

5,500 5,500

就農希望者が意欲を持って就農できる支援体制
の整備を図ります。就農計画の作成支援・認定及
び就農支援資金の貸付推進等就農促進活動を行
う一方、農業大学校で就農希望者等を対象に短
期研修を行います。また、青年農業者等育成セン
ター（（財）三重県農林水産支援センター）が行う青
年等の就農促進に関する資金の貸付制度の円滑
な実施、併せて就農相談窓口の整備及び青年等
に対する各種の就農促進活動等の実施を図りま
す。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
農業経営近代化資金融通
事業費

農業経営近代化資金融通
事業費

126,261 125,886
農業者の経営改善に向けた取組みへの支援を目
的とし、設備・運転資金等に必要な資金の円滑な
融通を図るため、利子補給措置等を講ずる。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 農水金融推進事業費 金融公庫受託事務費 1,162 0
（農林漁業資金融通事務費）株式会社日本政策金
融公庫の有効活用を推進するため、関係機関、団
体との連携を図る。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 特別会計繰出金
農業改良資金貸付事業等
特別会計繰出金

2,120 2,120
農業改良資金貸付事業の運営に要する貸付所要
額を充足するに必要な資金造成費を特別会計へ
繰出す。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
農業協同組合育成指導事
業費

農業協同組合等指導事務
事業費

602 602

農業協同組合等が農業協同組合法に基づく適正
な運営を確保するよう指導するとともに、地域の農
業の発展を支える組織として活発に活動できるよ
う支援を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 農業共済推進費 農業共済推進事業費 498 498

農業共済組合等が農業災害補償法に基づく適正
な運営を確保するよう指導するとともに、地域の農
業の発展を支える組織として活発に活動できるよ
う支援を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 農水団体検査事業費 農水団体検査事業費 4,038 4,038

農業協同組合、漁業協同組合、農業共済団体、土
地改良区について、法に基づき各団体の事業運
営や経営の健全性を確保するため、組織及び業
務、会計の状況等について検査を実施する。①法
令遵守とリスク管理体制の整備及び実施状況②
決算及び債権管理の適正性の検証③不祥事件の
発生防止対策の確立

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 地域農政推進対策事業費
農業経営基盤強化促進事
業費

2,455 2,455

経営感覚に優れた効率的かつ安定的な農業経営
が農業生産の相当部分を担うような農業構造を確
立するため、認定農業者の育成、農業経営の法
人化、担い手組織及び集落営農の組織化などの
担い手育成対策を総合的に実施し、農業経営基
盤の強化を図る。①担い手総合支援事業②担い
手総合支援推進費③農業経営合理化事業推進費

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 地域農政推進対策事業費
農用地利用集積特別対策
事業費

3,417 443

地域の実態に即し、認定農業者等への農用地の
利用集積及び遊休農地等の活用を促進するため
の活動を展開する。①農山漁村活性化プロジェク
ト支援交付金H19～H24②企業等農業参入支援推
進事業H19～H21③農地確保・利用支援事業H21
～H25

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 地域農政推進対策事業費 農業者年金等監査指導費 220 0

農業者年金の業務受託機関である市町農業委員
会及び農業協同組合に対し、国の委託を受けて
監査指導を行い、農業者年金業務の適正な執行
を図る。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
農林水産業版プラット
フォーム整備事業費

農地保有合理化促進事業
費

59,052 37,238

農業者等の経営規模拡大、農地の集団化、その
他農地保有の合理化を図るため、（財）三重県農
林水産支援センター及び市町農地保有合理化法
人が行う農地保有合理化関連事業の実施に必要
な経費に対し補助を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
農林水産業版プラット
フォーム整備事業費

集落営農組織育成支援事
業費

71,308 71,308

集落営農を希望する集落へ農地の専門家を派遣
し、集落内の農地状況の把握・分析、農地利用ビ
ジョンの策定、利用権設定の支援など集落内の農
地プロデュースを行い、営農組織の設立と組織の
特定農業団体化・特定農業法人化を推進する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
集落機能再生「きっかけづ
くり」推進事業費

集落機能再生「きっかけづ
くり」推進事業費

4,067 4,067

本県の農山漁村は、過疎化、混住化、生活様式の
変化等により、集落が有していた合意形成機能や
共同活動機能（以下、集落機能という。）が著しく
低下し、農水産業や農山漁村が持っている多面的
機能を将来にわたって県民に提供できる環境やシ
ステムが失われることが懸念されはじめました。こ
のような状況の中、農水産業や農山漁村を支える
新たなコミュニティを実現するため、地域住民自ら
が、地域を知り、考え、行動する機運づくりが大変
重要となっています。このことから、市町等と共同
で推進運動を展開するとともに、地域づくり活動を
支援できる人材の育成、集落の未来を示すビジョ
ンづくりを進めます。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
みえの水田営農システム
確立推進事業費

水田営農システム推進体
制づくり事業費

5,782 0

三重県の土地利用型農業の構造改革を進めるた
め、その意義や目的の共有、気運醸成を図るとと
もに、集落等の地域における農地等利用調整機
能を高めるための推進体制づくりを進めます。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
みえの水田営農システム
確立推進事業費

水田営農システムステップ
アップ事業費

5,656 0

三重県の土地利用型農業の構造改革や再生を進
めるため、その意義や目的の共有、気運醸成を図
るとともに、集落等の地域のおける農地等利用調
整機能を高め、担い手の経営改善に資する指導
及び現地での技術的課題解決のための実証等を
行います。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
みえの水田営農システム
確立推進事業費

水田営農システム高度化
事業費

3,510 1,170

三重県の７６％以上を占める水田農業の構造改
革を実現するために、集落合意に基づく多様な手
法で営農を行う仕組みである「水田営農システム」
の確立を図ります。担い手面的集積促進事業担い
手への面的な農地集積を促進し、水田営農システ
ムの確立と担い手の経営基盤の強化を図ります。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 農地総務費 農地総務費 6,678 6,678

訴訟対策費県営経営体育成基盤整備事業漕代第
２換地区・県内旅費（職員）・消耗品費・東海農用
地等集団化協議会費・三重地区用地対策連絡協
議会費・用地事務補助業務委託費

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 農地総務費 換地清算金 106,397 0
換地処分を伴う県営経営体育成基盤整備事業に
ついての換地清算金。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 県営かんがい排水事業費 公共事業 189,000 1,250

１．一般型基幹かんがい排水施設の整備を図る。
２．基幹水利施設ストックマネジメント事業（法律補
助）国又は県営土地改良事業で造成された基幹
水利施設の機能維持と延命を図るため、補強工
事を行う。３．基幹水利施設ストックマネジメント事
業（予算補助）県営造成の基幹水利施設の劣化を
防ぐため、施設の機能診断と保全計画の策定を行
い適切な対策工事を行う。４．新農業水利システ
ム保全対策（管理省力化施設整備）地域水田農業
ビジョン実現のため、担い手育成に資する合利的
な水利用と施設の管理省力化整備を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
団体営かんがい排水事業
費

公共事業 10,800 0

１．新農業水利システム保全対策事業（計画策
定）農業水利施設管理の省力化を実現するため、
農業水利システムの保全を図る計画策定を行う。
２．農業用水水源地域保全対策事業農業用水の
安定的供給に資する水源林の保全について、啓
発等普及促進するための活動を行う。３．食の安
全・安心確保基盤整備推進対策事業食の安全・安
心の確保のための新技術の検証及び検討を行
い、基盤整備を推進するための技術支援を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 基盤整備促進事業費 公共事業 114,176 21,388

農作物の需要動向に即応できる多様な営農形態
の選択が可能とするため、きめの細かい土地基盤
の整備及び農用地の利用集積等の加速的な推進
を図る。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 団体営調査設計事業費 公共事業 6,000 1,000

団体営土地改良事業を有効かつ適切に実施する
ため、事業実施予定地区の事業計画書及び実施
設計書を作成する経費に対して補助するものであ
る。採択基準団体営土地改良事業を実施すること
が確実な地区

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 県単土地基盤整備事業費 県単公共事業 131,400 131,400

農地や農村環境、自然環境を確保し、担い手の育
成や集落営農を推進するため、農業生産性の向
上と良好な営農が営まれるよう実施する農業生産
基盤や農村生活環境の整備等のうち、国庫補助
事業の採択基準に該当しない小規模な地区につ
いて支援します。・小規模土地改良事業・土地改
良施設整備補修事業・農村集落機能強化支援事
業

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
国営等関連特別県単事業
費

県単公共事業 1,640 1,640

国営及び公団営事業の事業効果を早期に発現す
るため、その受益地内において補助事業で対応で
きない末端用水路及び施設の整備を５ヶ年計画
（H3～H7）、第２次５ヶ年計画（H8～H12）、第３次
５ヶ年計画（H13～H17）に基づき整備を行ってきた
ところであるが、この５ヶ年計画で対応できない事
業量を抱えている現状を鑑み、第４次５ヶ年計画
により、上位事業との整合を図りながら、実施要望
地区の整備を計画的に推進していく。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 土地改良推進事業費 土地改良推進対策事業費 8,067 3,366

管理推進委員会で、老朽化する土地改良施設（ダ
ム・頭首工、用排水機場、樋水門、水路）の中から
一定規模以上のものを選び、良好に維持管理でき
るように業務実施計画を作成し、管理専門指導員
による高度な技術や専門知識に基づく点検・診断
を行い、施設の長寿命化を図るとともに、効率的
な更新や補修整備に対する指導を行う（施設診
断）。また、常時機能を十分に発揮させるために、
施設管理の技術指導等を行い、管理の適正化を
図るとともに未然に災害を防止する（安全管理指
導）。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 土地改良推進事業費
土地改良事業計画審査対
策事業費

599 599 土地改良事業計画の審査適正化を図る
農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 土地改良推進事業費 担い手育成支援事業費 5,388 4,995

農地の効率的利用の促進により、土地改良事業
効果が、一層発現されるよう、担い手への農用地
の利用集積を進めることが緊急の課題となってい
る。このため、担い手への農用地利用集積に積極
的に取り組む土地改良事業地区であって、土地改
良負担金の水準が一定以上の地区について、農
家負担の軽減や土地改良事業の効果の高度化を
図るための諸活動に対して、（財）全国土地改良
資金協会が土地改良区へ交付する助成金の１／
２を補助する。また、（財）全国土地改良資金協会
から事務の一部（土地改良区への指導等）を受託
する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 土地改良推進事業費 換地処分促進対策事業費 3,486 1,162

換地処分を促進するために、土地改良事業団体
連合会が、土地改良事業計画の樹立や土地改良
事業の実施等についての助言・指導を行う。また、
換地業務従事者等に対する研修等を通じて、換地
業務の円滑な推進を図る。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 土地改良推進事業費
土地改良区整備推進対策
事業費

500 250

農村地域の都市化、混住化、施設管理の粗放化
及び水質の悪化等が進んでいることから、土地改
良区の組織及び施設管理体制の整備を促進し、
運営基盤の強化を図る。土地改良区の合併を実
施することにより、業務運営の合理化、簡素化を
図り土地改良区の運営基盤を強化する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
財産適正管理処理委託等
事業費

財産適正管理処理委託等
事業費

1,938 1,938

県営土地改良事業で取得した農道敷等に、関係
者からの申出等により、県が行った測量に瑕疵が
あったと認められる場合等に、適切な登記の処理
を行うため調査、測量、登記事務を行う。過年度
未登記の土地解消のための登記事務を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
県単土地改良施設整備事
業費

県単公共事業 16,224 16,224

県営土地改良事業によって取得した土地改良財
産は原則として事業完了の翌年度に市町、土地
改良区等へ譲渡をすることとしているが、未登記・
施設の不具合・完成からの時間経過等に伴う資料
の散逸等の理由により、県有財産のままになって
いる財産がある。速やかに譲渡を進めるために未
譲渡原因の解消図り、譲渡を行うことにより土地
改良財産の安定した管理、有効利用を図る。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
担い手育成基盤整備事業
費

公共事業（農山漁村再生） 911,830 13,681

自立した担い手等の育成・確保を重点的に進める
ため、大区画整理や農道及び農業用用排水施設
などの生産基盤を整備するとともに、認定農業者
や農業生産法人等への農地集積を行い、農業の
構造改革を図る。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
畑地帯総合農地整備事業
費

公共事業（東紀州対策） 107,100 325

１．畑地帯総合整備事業（担い手支援型）畑作農
業の担い手による経営割合が10%以上の地域にお
いて、担い手の経営安定を図るための効率的な基
盤整備と生産環境整備を総合的に実施する。２．
畑地帯総合整備事業（担い手育成型）畑作農業の
担い手による連坦的ほ場の形成等に向け農地利
用流動化を促進し、担い手の経営安定を図るため
の効率的な基盤整備と生産環境整備を総合的に
実施する。３．緊急畑地帯総合整備事業農産物の
輸入自由化の影響を受ける畑作物の生産地にお
いて、生産性の向上や他作物への転換の円滑化
等農業経営の合理化を図るため、生産基盤の総
合的な整備を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
担い手育成緊急整備事業
費

公共事業 873,600 499

１．パイプライン整備（基盤整備促進連携型）経営
体育成事業と連携したパイプライン化を図る。２．
パイプライン整備（既存施設長寿命化）型国又は
県営土地改良事業で造成された基幹水利施設の
機能維持と延命を図るための補強工事を行う。３．
パイプライン整備（担い手省力化）型地域水田農
業ビジョン実現のため担い手育成に資する合理的
な水利用と施設の管理省力化整備を行う。４．パ
イプライン整備（安全・安心）型アスベストを含むパ
イプライン施設の更新により担い手（経営体）の育
成と安全・安心の確保を図る。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
土地改良施設緊急点検事
業費

土地改良施設緊急点検事
業費

1,340 500

土地改良施設は、土地改良区・地元自治会等が
中心になって管理しているが、近年の自然災害の
多発による安全・安心の確保のため、特に重要構
造物について正確、確実な点検を実施しなければ
ならない。また、以前の旧指針により設置された施
設について、今後東南海地震が予想される本県で
は、緊急点検が急がれている。このため、決壊し
た場合、重大な被害を及ぼすため池等に、新基準
による堤体断面の検討及び堤体からの漏水等の
緊急診断を行う。また、地域主体による排水施設
の管理・操作マニュアル策定の支援、災害を想定
した操作訓練等を行うとともに、ダム・頭首工等に
ついて管理専門指導員による高度な技術や専門
知識に基づく点検・指導を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
県単土地改良施設緊急整
備事業費

県単公共事業 4,635 4,635
早期に改修しなければ大きな事故や災害につな
がる緊急性の高い施設の破損箇所の改修を行
い、健全な機能の回復を図る。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
基幹農業水利施設データ
ベース整備緊急雇用創出
事業費

基幹農業水利施設データ
ベース整備緊急雇用創出
事業費

20,000 0

農業水利施設管理者（土地改良区等）が策定する
「施設の長寿命化に資する維持管理計画（適切な
時期に適切な補修を行う）」を支援するため、県内
の基幹的な施設のデータベース整備を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 湛水防除事業費 公共事業 282,870 5
排水条件の悪化した地域の湛水被害の発生を未
然に防止するため、排水機、樋門、排水路等の新
設改修を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 県営ため池等整備事業費 公共事業 339,150 1,514

１．ため池等整備一般型老朽化による決壊、漏水
を防止するための堤体の改修を行う。２．農業用
河川工作物応急対策河川に設置された農業用河
川工作物の構造が不適当なものについて、災害を
未然に防止するための改善措置を行う。３．用排
水施設整備農用地、農用施設の災害を未然に防
止するために水路等の改修を行う。４．湖岸堤防
工事池、沼又は湖に隣接する農用地を直接外水
から保全するために、堤防・樋門を新設又は改修
する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
団体営ため池等整備事業
費

公共事業 10,200 2,438
用排水施設整備改築後における自然的社会状況
の変化等に対応して早急に整備を要する頭首工、
揚排水機場、水路等の用排水施設の改修を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 地すべり対策事業費 公共事業 105,000 500
地すべりによる被害を除去または軽減して国土の
保全と民生の安定を図るため、地すべり防止施設
の新設を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
農業用施設アスベスト対
策事業費

公共事業 19,530 743

Ⅰ.目的農業農村整備事業において使用された石
綿を含有する製品を含有しない製品に代替し、農
業者等の健康を害することを未然に防止すること
によって農業経営の安定及び維持を図るものであ
る。Ⅱ.事業内容１．特別対策事業（機場上屋等の
対策措置）２．特別対策事業（管水路等の対策措
置）Ⅲ.採択基準１．県営事業受益面積概ね２０ha
以上２．団体営事業受益面積概ね１０ha以上Ⅳ.根
拠法令土地改良法・農地防災事業実施要綱、要
領

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
農村災害ボランティア事業
費

農村災害ボランティア事業
費

88 88
農地・農業用施設の大規模災害が発生した際、現
地調査・測量等に有益な人材を迅速かつ効率的
に派遣できる体制の整備を図る。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
農業農村緊急防災対策事
業費

公共事業 714,787 45,449

土地改良施設は、農業生産に必要な用水を取
水、配水する役割を果たしている他、降雨時に
は、地域の洪水を速やかに排除する重要な役割
を果たしている。しかし近年、各地で過去の記録を
更新するゲリラ豪雨によって大きな被害が発生し
ており、県内でも平成20年の9月には、いなべ市で
最多時間雨量91mm、24時間降雨量596mm、菰野
町では最多時間雨量86mm、24時間降雨量453mm
の記録的な豪雨が発生している。このため、県民
の生命・財産を守るため、平成21年度に農業農村
緊急防災対策事業を実施する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
国営農地開発事業負担金
償還金

国営農地開発事業負担金
償還金

112,798 9,881

国営御浜地区農地開発事業に係る県負担金及び
地元負担金の平成２１年度分を償還するとともに、
国営青蓮寺地区総合農地開発事業に係る地元負
担金を徴収する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
農業委員会及び農業会議
助成費

農業委員会交付金及び補
助金

93,480 0

農業委員会交付金農業委員会の委員手当、職員
設置費及び業務費等に対する助成を行う。農業委
員会費補助金農業委員会が実施する農地調整事
務処理事業及び標準小作料改定事業等に対する
助成を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
農業委員会及び農業会議
助成費

農業会議手当等負担金及
び農業会議費補助金

28,394 13,396

農業会議手当等負担金農業会議の会議員手当、
職員設置費等に対する助成を行う。農業会議費補
助金農業会議が行う業務（農業委員会関係事業）
に対する助成を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 農地調整費 農地調整費 5,364 451

①農地に関する許可、民事調停等を実施すること
により、農地法の適正な運用を図る。②農地の一
時転用を伴う砂利採取の認可を行い、砂利採取
後早急に農地に復元することにより、農地の形質
の向上を図り、農業生産の維持増進と砂利の供
給を図る。③「農業振興地域の整備に関する法
律」に基づき市町村農業振興地域整備計画の適
正な管理について助言をおこなうとともに、都市計
画関連土地利用調整調査の実施を通じ良好な農
業振興地域の保全・形成に努める。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 農地調整費
転用確認調査等緊急雇用
創設事業費

4,700 0

農地政策の見直しが検討されている中、農地転用
許可の厳格化が求められていることから、転用許
可後の農地の現況調査により情報収集を行うとと
もに、緊急雇用を創設する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 自作農財産管理費 自作農財産管理費 27,195 226

自作農財産（国有農地等・開拓財産）の管理及び
売渡・売払等の処分を行う。また、特別会計に関
する法律に基づき、売渡対価及び貸付使用料の
徴収事務を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 自作農財産管理費
開拓財産調査等緊急雇用
創設事業費

2,300 0

新名神高速道路の平成３０年供用開始に向け、計
画路線上に存在する開拓財産について、用地買
収が円滑に行えるよう現況調査や現地立会いを
進めるとともに、緊急雇用を創設する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 国営等関連対策事業費
三重用水事業負担金償還
金

1,998,818 946

三重用水事業は、北勢６市町に係る農水・上水・
工水の多目的大規模利水事業である。昭和３９年
度に国営事業として着手し、昭和４６年度に水資
源開発公団に継承され、平成４年度に事業完了
し、平成５年度から管理に移行している。本事業に
関する平成２１年度建設費償還と（独）水資源機構
が直接管理する管理費について負担する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 国営等関連対策事業費 中勢用水事業負担金 1,431,367 515

国営中勢用水事業は、中勢２市に係る農水の不
安を解消するため、昭和４７年度に着工し、平成２
年度に安濃ダム、第三頭首工、幹線水路が完成し
た。本事業に係る平成２１年度県負担金及び地元
負担金を償還する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 国営等関連対策事業費
国営宮川用水第二期負担
金償還金

710,740 522,740

国営宮川用水事業は、昭和３２年度に着工し、昭
和４１年度に４０億円の事業費を投じて粟生頭首
工、導水路、幹線用水路が完成した。しかし、施設
の老朽化が進むと共に、営農形態の変化、土地
利用の変化等により、用水不足が生じてきたこと
から、用水の確保と老朽した施設の改修及び水管
理施設の拡充を行うため、国営かんがい排水事
業「宮川用水第二期地区」として、平成７年度に着
工した。同事業に係る平成２１年度分の県負担金
を償還する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 国営等関連対策事業費 木曽川用水負担金償還金 21,532 21,532

木曽川用水事業の三重県農業用水は、桑名市及
び木曽岬町地域の農業用水の取水の安定化と用
水施設の近代化を図る目的で、水資源開発公団
事業として特別会計により、昭和３９年度から実施
し、昭和５７年度に建設事業が完了した。同事業
に関し、（独）水資源機構が直接管理する管理費
について負担する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 国営等関連対策事業費 国営等関連対策事業費 40 40

事業が完了し管理体制に移行している水資源機
構営三重用水事業、国営中勢用水事業及び国営
農地開発事業青蓮寺地区について、関係管理機
関に協力するとともに関係市町や受益者との連絡
協議を行い、建設事業費の償還を円滑に推進し、
管理に協力する。平成７年度から工事着手した国
営宮川用水第二期事業について、斎宮調整池や
導水路等の大規模工事についての地元交渉に、
国（東海農政局）に協力して参加する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 国営等関連対策事業費
木曽川用水施設緊急改築
事業負担金償還金

28,405 28,405

木曽川用水事業の三重県農業用水は、桑名市及
び木曽岬町地域の農業用水の取水の安定化と用
水施設の近代化を図る目的で、水資源開発公団
事業として特別会計により、昭和３９年度から実施
し、昭和５７年度に建設事業が完了した。しかし、
通水開始以来１８年余りが経過し、施設の老朽化
や地盤沈下の影響等により安全通水に著しい支
障をきたし、水管理・施設管理及び防災上の見地
から緊急に対策を講じる必要があったことから、平
成８年度より水資源開発公団により「木曽川用水
施設緊急改築事業」として着手し１３年度に完了し
た。本事業に係る平成２１年度分の県負担金を償
還する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
団体営災害耕地復旧事業
費

平成２０年災害復旧事業
費

47,518 1,043
農地、農業施設の災害を、農林水産施設災害復
旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律によ
り復旧する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部
団体営災害耕地復旧事業
費

平成２１年災害復旧事業
費

158,395 3,475
農地、農業施設の災害を、農林水産施設災害復
旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律によ
り復旧する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 奨励貸付事業費 農業改良資金貸付事業費 154,525 0
①農業者に対し農業改良資金の貸付を行う。償還
期間５～１２年以内無利子貸付②農業改良資金
制度の運営に必要な事務費

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 奨励貸付事業費 就農施設等資金貸付金 51,000 0

青年等の新規就農促進と、経営の定着を支援す
るため、経営の開始等をしようとする認定就農者
に対し、就農支援資金のうち、就農施設等資金の
貸付を行う。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 予備費 予備費 56,956 0
農業改良資金貸付事業および就農施設等資金貸
付事業の繰越金を管理する。

農業を支える生産・
経営基盤の充実

農水商工部 農水商工部 水産調整費 連絡調整事務費 3,632 3,504
水産行政を円滑に推進するため、下記事業等を
実施する。１全国の水産関係団体への参画（負担
金支出）２その他連絡調整事務

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 漁船登録事務費 漁船登録事務費 6,334 -16,580

①漁船法の規定に基づき、建造・改造許可、漁船
登録、漁船検認等の関係事務を実施し、適正な漁
船の管理を行います。また、漁船登録等で使用す
る登録システムの保守・管理を行います。

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 漁業経営構造改善事業費 漁業経営構造改善事業費 49,447 5,558

水産基本法の基本理念を踏まえ、効率的かつ安
定的な漁業経営の育成と水産物供給機能を維持
強化する観点から、広域的な視点からの事業推
進、担い手の育成・確保の強化を図り、持続的漁
業生産体制を構築するのに必要な漁業生産基盤
としてのしての共同利用施設等の整備を推進する
ために必要な事業を総合的かつ有機的に実施す
る。内容漁業生産基盤等の整備

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
新鮮でおいしい養殖水産
物確立総合対策事業費

新鮮でおいしい養殖水産
物確立総合対策事業費

1,421 921

輸入水産物の増加、養殖漁場の悪化等による養
殖生産性、競争力の低下、伝染性疾病等魚類防
疫体制の推進等状況に対応するため、養殖生産
特性に即した持続的養殖の生産確保や生産物の
高品質化等により養殖水産物の安定的な生産供
給体制の確立を図る。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
消費者に安心される養殖
水産物の生産体制整備事
業費

消費者に安心される養殖
水産物の生産体制整備事
業費

1,574 787

三重県の養殖等水産物を消費者へ安全で安心で
きる安全衛生管理体制で提供していくため、生産
者の衛生管理体制を強化推進し、消費者ニーズ
に対応した水産物を安定的に供給できる体制の
構築を整備する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
東紀州地域の水産業活性
化対策事業費

東紀州地域の水産業活性
化対策事業費

6,248 6,248

東紀州地域の基幹産業であるマダイ等魚類養殖
業の持続的な漁業生産や、新養殖魚種のマハタ
養殖の実用化と特産品化など、東紀州地域の水
産業の活性化を図る。

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
外湾地区省燃油型漁業推
進対策事業費

外湾地区省燃油型漁業推
進対策事業費

10,175 10,175

漁協合併の協議が進められている外湾地区（鳥羽
市以南）において、昨今の燃油や飼料の価格高騰
など生産コストの増大への対策として、定着性魚
介類の資源増大と当該地区の主要漁業である養
殖業の活性化を通じ、省燃油型漁業の推進及び
漁協合併の実現と合併漁協の早期自立を図りま
す。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
漁業協同組合組織強化事
業費

漁協合併等対策指導事業
費

3,456 3,456

漁業を取り巻く厳しい情勢が続く中で、漁協経営
は益々不安定な状況になり、悪化かつ深刻化して
いる。このような状況に対処するため、漁協の経
営不振を抜本的に解決するために改善指導を行
うとともに、合併及び信用事業の一元化を推進し、
漁協組織を再編する。①漁協経営改革指導事業
費②漁協経営改革推進事業費補助金

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
漁業協同組合組織強化事
業費

漁協再編促進事業費補助
金

4,211 4,211

県の「漁協の組織・事業基盤の強化に関する基本
方針」に基づき合併した新漁協又は信用事業を譲
渡した漁協の経営基盤を確立し、早期自立を促進
するため事業に必要な経費の一部を助成する。①
合併漁協等自立促進事業利子補給補助金

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
漁業協同組合組織強化事
業費

漁協組織緊急再編対策事
業利子補給補助金

16,548 16,548

漁協合併を行った新漁協及び信用事業譲渡を
行った漁協の経営基盤を確立するため、財務改善
計画等を樹立し実行している漁協に対し助成（利
子補給）を行う。①漁協組織緊急再編対策事業（Ｈ
１３～Ｈ１５から助成開始）②漁協等経営基盤強化
対策事業（Ｈ１６～Ｈ１７から助成開始）

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
漁業協同組合組織強化事
業費

外湾地区合併漁協早期自
立支援事業費

142,704 140,204

外湾地区の漁協が、漁協の再編（合併）に取り組
み、漁業者に対し、漁業者の生産基盤を支えると
いう漁協としての本来的な役割を十分に発揮でき
るようにするために、その経営基盤を早期に確立
することを目的とする。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 漁業共済推進事業費 漁業共済推進事業費 7,598 7,598

①漁業共済推進事業費（事務費）異常気象等によ
る損失を補填し、漁業の再生産と経営安定化を図
るため、漁業災害補償法に基づく漁業共済の加入
推進に努める。②漁業共済（赤潮特約）事業費補
助金異常な赤潮による損失に備え、養殖漁業経
営の安定化を図るため、養殖共済・赤潮特約の掛
金の一部を補助する。③漁業経営安定対策支援
事業費経営改善計画を樹立した漁業者に対し経
営指導を行う。④輸出水産物自主衛生管理促進
事業費国際的な基準に基づく生産物の自主衛生
管理に取り組む漁業者に対し必要な指導、監視を
行う。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 陸上無線局維持費 固定局保守点検費 710 374

三重県漁業無線局の超短波漁業無線は、県下の
沿岸漁船に対して、指導、安全、緊急等の公共通
信を行っている。当該通信は、海岸局の連絡線と
して県防災無線の中継局にチャンネルを増設して
使用しており、このチャンネルについての保守点
検を行う。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 陸上無線局維持費 三重県漁業無線局負担金 10,094 10,094

県と三重県超短波無線漁業協同組合との二重免
許で運用している三重県漁業無線局において、県
が実施する公共通信に必要な維持運営費を負担
する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 漁業監督費 漁業取締事業費 35,048 35,048

漁業秩序を維持するため、関係機関との連絡を密
にしながら、漁業取締業務を実施する。また、漁業
取締船の機能維持管理を行う。１）漁業取締業務
２）海上保安部との連携３）密漁防止対策協議会・
海難防止連絡協議会との連携４）漁業取締船の乗
務員等の関係者に対する研修５）漁業取締船の修
理等維持管理

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 漁業取締船整備費 漁業取締船整備費 377,827 827
老朽化した漁業取締船「伊勢」の代船建造（平成２
０、２１年度）を行い、漁業取締の機能充実を図り、
漁業秩序の確立に期する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 漁港管理費 漁港管理費 1,842 0 県営漁港の管理に伴う経費
安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 栽培漁業推進事業費 種苗生産推進事業費 86,472 55,422

県内のつくり育てる漁業の促進を図るため、三重
県栽培漁業センター(浜島）においてアワビ、クル
マエビ、ヒラメ等の種苗生産を行う必要があり、こ
の種苗生産推進事業を(財)三重県水産振興事業
団に委託する。また、あわせて三重県尾鷲栽培漁
業センターにおいてマダイ、トラフグ等の種苗生産
を行う必要があり、この種苗生産を(財)三重県水
産振興事業団に補助する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 栽培漁業推進事業費 資源増大実証事業費 1,609 1,609

放流効果を発現させ、その効果を検証するため
に、種苗の大量放流、放流による資源や地元経済
への効果・影響等のモニタリング調査、その結果
の県民に対するＰＲ等を実施し、広く関係者に費
用負担を求めながら栽培漁業を推進していく体制
を構築する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
内水面域振興活動推進事
業費

内水面域振興活動推進事
業費

1,097 1,097

環境問題に対する意識が高まる中で、内水面漁
業の振興においても、内水面の生態系、環境の保
全が重要な課題となっているため、次の事業を実
施する。①カワウ食害対策事業1,050千円カワウ
の飛来、捕食による漁業被害が認められる内水面
域において、その被害の防止及び軽減を図るた
め、漁協等が行う捕獲事業等に対して助成する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
内水面域振興活動推進事
業費

稚あゆ放流事業費補助金 4,671 4,671

(1)第５種共同漁業権に基づく稚あゆの放流は主
に琵琶湖産稚あゆに頼っているが、放流適期に適
正な放流サイズの稚あゆが入手困難であることか
ら、種苗の高騰に苦慮している現状にある。種苗
を安定確保することが、水産資源の確保につなが
るため、あゆ種苗放流費に対して助成する。(2)遊
漁者の要請に応えるため、放流量の維持及び良
質種苗の確保を図る。(3)放流河川県内河川

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 栽培漁業センター整備費 栽培漁業センター整備費 196 196

三重県栽培漁業センターは昭和53年から55年に
かけて建設されており、施設の老朽化が目立って
いるので、円滑な業務の遂行や作業の安全確保
のために施設の整備を図る。また、平成7年に竣
工し平成8年から稼動した三重県尾鷲栽培漁業セ
ンターも修繕の必要が出てきているため、施設の
整備を図る。

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 漁業管理事務費 漁業調整通常事務費 3,986 -5

海面及び内水面漁業における漁業生産力の向上
及び高度利用を目的として、漁業の安全操業、経
営安定化等を図るための漁業調整を行う。・漁業
の免許、登録及び漁業許可に関する事務・漁業間
の調整及び紛争処理・漁業権漁場の行使実態調
査・大臣許可漁業における他県との連絡調整・知
事許可漁業の一斉更新

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 遊漁調整費 遊漁調整通常事務費 1,235 -55

１．海面における遊漁と漁業との間の漁場海面利
用調整を図るために次の事業を行う。・漁場利用
協定等の促進、海面利用協議会の運営・遊漁船
業者への安全講習会及び立入検査等・プレジャー
ボート等の漁場利用適正化対策２．遊漁船業の適
正化に関する法律に基づく遊漁船業者を登録する
ために次の事業を行う。・遊漁船業者の登録原簿
の作成・遊漁船業者登録システムへの入力作業・
遊漁船業務主任者に対する講習会の開催３．
（社）全国遊漁船業協会への負担金

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
資源管理体制・機能強化
総合対策事業費

漁獲可能量の適切な管理
推進事業費

5,773 1,897

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律に基
づき、ＴＡＣ（漁獲可能量）制度による水産資源の
管理を行うため、漁獲量の集計及び把握並びに漁
業指導などを実施し、三重県海洋生物資源の保
存及び管理に関する計画に基づく適切な漁獲管
理を実施します。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
資源管理体制・機能強化
総合対策事業費

資源回復計画推進事業費 3,253 933

地域の重要な産業である水産業の活性化を図る
ために、地域における資源管理の実施主体である
漁業者団体の機能強化を図るとともに、資源の適
切な利用、管理を実現する上で必要な資源回復
計画の推進、漁業資源の評価、漁業者協議会の
開催等の取り組みを推進します。

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
漁具漁法実態調査緊急雇
用創出事業費

漁具漁法実態調査緊急雇
用創出事業費

2,000 0

許可漁業や漁業権漁業等における漁場の総合利
用及び資源管理の適正化を図るため、県内にお
いて行われている漁業の漁具・漁法の実態調査を
行います。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
魚道遡上降海調査緊急雇
用創出事業費

魚道遡上降海調査緊急雇
用創出事業費

2,000 0

天然あゆ等の水産資源の増殖を図るためにダム
や堰などに設置された魚道の改善等に資するた
め、魚道におけるあゆ等の遡上・降海の状況調査
を行います。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
漁業権基点実態調査緊急
雇用創出事業費

漁業権基点実態調査緊急
雇用創出事業費

1,500 0
漁業権の適正な管理を促進するため、漁業権基
点の設置・設定状況や設置場所の地名などの実
態について確認調査を行います。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 県営漁港関連道路事業費 公共事業 200,000 0

漁獲物の流通及び漁業用資材の輸送の合理化に
よって、漁港施設の充実と漁業生産の近代化を図
り、併せて漁村環境の改善を図ることを目途として
漁港関連道整備事業を行う。

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 県単漁港改良事業費 県単公共事業 30,347 26,147

漁業の基盤である漁港の計画的な施設整備を行
い、漁港機能の推進と安全性の確保を図り、もっ
て地域漁業の健全な発展を図る。また、漁港区域
内における諸施設の老朽化、損壊等に伴う緊急を
要する調査及び今後の津波対策に資するための
海岸保全施設等の調査事業を行う。国補対象の
漁港事業の効果を一層発揮するために整備の必
要な施設、他に水産施設と有機的な連携を図るた
めに必要な施設等について整備する。また、漁港
及び漁港海岸機能の推進と安全性の確保を図る
ために、緊急性を要するにも関わらず、国の採択
基準に満たない小規模な事業等で市町村が実施
する事業に対して補助及び指導を行う。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 県単漁港環境整備事業費 県単公共事業 12,319 12,319

近年における親水性ブームの高まりから、漁港区
域内に来航する外来者が増加している。これに伴
い、これらの利用者が落としていくゴミ及び河川又
は漁港前面の海域から流入する大小のゴミのた
め、漁港区域内における漁業活動に支障を来す
等放置できない状況にある。このため、安全で使
いやすい漁港及び漁港区域内の美化、環境保全
に資することを目指し、漁港区域内の清掃等を行
う。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 県単沿岸漁場整備事業費 県単公共事業 33,704 33,704

水産業振興対策の一環として、漁場整備及び漁
場保全において海域での効果が高く、又は緊急性
を要するにもかかわらず、受益者、構造、規模等
が国の採択基準に満たないため、国の補助対象
とならない小規模な事業で市町及び漁協等が実
施する事業に対して、補助及び指導を行う。中間
育成施設等の県の財産である施設の維持管理等
に係る事業を行う。また、広域的な漁場整備、漁
場保全の計画等に関する調査を行う。

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
県営地域水産物供給基盤
整備事業費

公共事業 248,000 80

本格的な２００海里時代を迎える中で、水産資源
の回復、漁場等の保全、漁村の振興といった水産
業をめぐる主要課題に対応して、資源管理型漁
業、つくり育てる漁業の一層の推進を図るととも
に、水産物の生産性の向上等が喫緊の課題と
なっている。このため、共同漁業権の区域内等地
先の漁場と密接に関連する第１種漁港及び一部
第２種漁港等を計画的かつ一体的に整備し、地域
における水産資源の維持・増大と水産物の生産流
通機能の増大を図り、県民のニーズに的確に対応
した水産物の安定供給と漁業地域の活性化に資
する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
市町営地域水産物供給基
盤整備事業費

公共事業 106,000 37,250

本格的な２００海里時代を迎える中で、水産資源
の回復、漁場等の保全、漁村の振興といった水産
業をめぐる主要課題に対応して、資源管理型漁
業、つくり育てる漁業の一層の推進を図るととも
に、水産物の生産性の向上等が喫緊の課題と
なっている。このため、共同漁業権の区域内等地
先の漁場と密接に関連する第１種漁港及び一部
第２種漁港等を計画的かつ一体的に整備し、地域
における水産資源の維持・増大と水産物の生産流
通機能の増大を図り、県民のニーズに的確に対応
した水産物の安定供給と漁業地域の活性化に資
する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
地域再生基盤漁港整備事
業費

公共事業 36,000 10,500

地域レベルの課題について主体的に対応していく
ため、地方の自主性・裁量性の向上と地域再生の
観点から、地元の利用が主体となっている第一種
漁港や地方港湾において、共通する課題に対応
するために、連携事業を実施することで漁港・港湾
の高度利用を推進する交付金事業に対し、漁港
整備分について支援する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 広域漁場整備事業費 公共事業 180,000 0

利用が地元の漁業より広い共同漁業権の区域外
の漁場を計画的かつ一体的、大規模に整備する
ことにより、水産資源の持続的利用と水産物の安
定的な供給に資することを目的とする。○事業内
容・共同漁業権の区域外において、利用が広範囲
にわたる規模の大きな漁場施設を整備する事業

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 県営漁村再生事業費 公共事業 70,000 500

漁場環境の悪化、漁業資源の減少、過疎化・高齢
化の進展等により地域全体の活力が低下してきて
いることから、地域が主体となった活力ある漁村
の再生を進めることが喫緊の課題となっている。こ
れら課題に柔軟に対応し、地域の想像力を生かせ
るよう、地域のストックの有効活用等を通じた生産
基盤と生活環境施設の効率的な整備を推進する
新たな仕組みを創造し、個性的で豊かな漁村の再
生を支援する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 市町営漁村再生事業費 公共事業 51,400 8,300

漁場環境の悪化、漁業資源の減少、過疎化・高齢
化の進展等により地域全体の活力が低下してきて
いることから、地域が主体となった活力ある漁村
の再生を進めることが喫緊の課題となっている。こ
れら課題に柔軟に対応し、地域の想像力を生かせ
るよう、地域のストックの有効活用等を通じた生産
基盤と生活環境施設の効率的な整備を推進する
新たな仕組みを創造し、個性的で豊かな漁村の再
生を支援する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
県営漁場環境保全創造事
業費

公共事業 64,000 0

近年、沿岸域の工業化、都市化の進展に伴う工業
排水、都市排水の流入等により、沿岸の漁場環境
が悪化しており、漁場としての効用の低下が問題
となっている。このため、効用の低下している漁場
の生産力の回復や水産資源の生息場の環境改善
及び一定期間の採捕の制限等による資源保護の
ための施設の整備により、水産資源の生息環境
の保全・創造に資することを目的とする。○事業内
容・堆積物除去・底質改善（しゅんせつ、作れい、
耕耘、客土、覆土等）・着底基質（投石、コンクリー
トブロック等）の設置等

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
閉鎖性海域再生のための
漁場環境保全創造事業費

公共事業（閉鎖性海域再
生）

666,086 12,086

閉鎖性海域である伊勢湾・英虞湾においては、長
年の陸域からの負荷、海岸線の開発等に伴う藻
場・干潟の減少、汚泥の堆積による浅海域での海
域環境の悪化が進行し、その漁業生産力ならびに
水質浄化機能の低下が著しい。このため、下記の
事業を実施し、浅海域での多様な生物相とその再
生産による自然浄化能力の再生を図るものであ
る。○事業内容干潟・浅場の造成・再生アマモ場
の造成底泥浚渫干潟・浅場等の継続調査及び順
応的管理

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 県営広域漁港整備事業費 公共事業 130,000 500

本格的な２００海里時代を迎える中で、我が国周
辺水域を高度に利用し、県民に安全な水産物を効
率的に供給していくため、産地市場の統合の促
進、水産物の品質・衛生管理の強化、水産物の生
産性の向上と物流の効率化等による水産物の集
出荷機能の強化や広域的に活動する漁船の安全
性の確保が求められている。このため、一部第２
種漁港、第３種漁港又は第４種漁港等の計画的な
整備による、水産物の生産・流通の拠点づくりを推
進し、県民のニーズに的確に対応した水産物の安
定供給に資する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
市町営広域漁港整備事業
費

公共事業 23,400 6,825

本格的な２００海里時代を迎える中で、我が国周
辺水域を高度に利用し、県民に安全な水産物を効
率的に供給していくため、産地市場の統合の促
進、水産物の品質・衛生管理の強化、水産物の生
産性の向上と物流の効率化等による水産物の集
出荷機能の強化や広域的に活動する漁船の安全
性の確保が求められている。このため、一部第２
種漁港、第３種漁港又は第４種漁港等の計画的な
整備による、水産物の生産・流通の拠点づくりを推
進し、県民のニーズに的確に対応した水産物の安
定供給に資する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
熊野灘海域浮魚礁設置事
業費

公共事業（東紀州対策） 150,000 0

熊野灘海域において浮漁礁設置による漁場開発
により、効率的にかつお等の回遊性魚類をい集さ
せ、当該地域での生産性の向上及び地元への水
揚げの増加を図る。○事業の内容・共同漁業権の
区域外において、利用が広範囲にわたる規模の
大きな漁場施設を整備する事業

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
県営養殖基地機能向上事
業費

公共事業（東紀州対策） 250,000 500

東紀州地域は、地形的条件から第一次産業が盛
んな地域である。とりわけ水産業は熊野灘の恵み
を受け、回遊魚を漁獲とした沿岸漁業や急峻な内
湾を利用した魚類養殖が盛んに行われている。特
に、魚類養殖への依存度は大きく、各地域でマダ
イ養殖等が行われている。近年、魚類養殖は魚価
の低迷により停滞し漁業者は高齢化が進んでい
る。このため、高齢者や新規就業者等が利用しや
すい労働環境を整えることが課題となっている。そ
こで、東紀州にある主要な養殖基地において、高
齢者や新規労働者等が働きやすい養殖基地づく
りを進め、県民への水産物の安定供給や水産物
の鮮度保持等による付加価値化に努め、漁業収
入の安定や就業者の定着につながります。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
市町営養殖基地機能向上
事業費

公共事業（東紀州対策） 21,600 6,300

東紀州地域は、地形的条件から第一次産業が盛
んな地域である。とりわけ水産業は熊野灘の恵み
を受け、回遊魚を漁獲とした沿岸漁業や急峻な内
湾を利用した魚類養殖が盛んに行われている。特
に、魚類養殖への依存は大きく、各地域でマダイ
養殖等が行われている。近年、魚類養殖は魚価
の低迷により停滞し漁業者は高齢化が進んでい
る。このため、高齢者や新規就業者等が利用しや
すい労働環境を整えることが課題となっている。そ
こで高齢者や新規労働者等が働きやすい養殖基
地づくりを進め、県民への水産物の安定供給や水
産物の鮮度保持等による付加価値化に努め、漁
業収入の安定や就業者の定着につながります。

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
水産物供給基盤機能保全
事業費

公共事業 72,500 300

現在、耐用年数を経過した漁港施設が増えてお
り、今後、高度成長期に整備した多くの漁港施設
が更新時期を迎える。一方、国や地方の財源は厳
しい状況が続いている上、漁業者への負担を求め
るのも難しいため、多額の費用がかかる全面更新
から、補修や補強などにより施設の修繕・更新に
かかる経費を抑制し、事業費を平準化するため予
防保全型の維持管理手法が必要である。そこで、
これまで整備されてきた漁港施設における健全度
を把握し、計画的な修繕及び工事を行うことによ
り、施設を長寿命化し、ライフサイクルコストの最
小化を図る。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 離島漁村再生事業費 公共事業 251,057 76,041

離島の漁港は、水産基盤施設であるとともに定期
船等が発着する生活基盤施設でもあり、離島漁村
にとっては唯一無二の窓口として欠かせないもの
となっています。災害時における避難物資の陸揚
場や受け渡し場がないことから、耐震化された浮
桟橋及び待合所を整備することで、災害に強い安
全で安心してくらせる離島漁村として、漁村住民と
来訪者が交流できる場所としての利用を図りま
す。また、平成２２年４月に新造定期船の導入が
予定されており、これに対する浮桟橋の整備が遅
れている和具（答志）においては、平成２１年度中
の整備が不可欠となっています。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
水産基盤関連緊急雇用創
出事業費

水産基盤関連緊急雇用創
出事業費

80,000 0

①漁港・海岸施設台帳管理システム整備事業漁
港台帳及び各種図面を相互にリンクさせた総合的
な漁港・海岸台帳を構築し、適切な維持管理計画
の実施を支援する。②漁場整備関係事業施設台
帳整備事業漁場整備関係事業施設台帳のデータ
ベース化を行うとともに施設の位置をマップ上で検
索できるシステムを構築する。③藻場・干潟等分
布状況マップ作成事業藻場・干潟等の分布調査を
実施し、マップを作成する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 水産業改良普及事業費 水産業改良普及事業費 3,386 32

水産業普及指導員を配置することにより、沿岸漁
業等の近代化を促進し、沿岸漁業等の従事者が
地域の特性に適応した合理的な漁業経営を行うよ
うに、その自主的な努力の助長を図る。また、普及
職員の指導能力を高めるための各研修への派遣
等を行う。漁家指導、情報収集、情報提供、水産
業普及指導員研修（一般コース、専門コース）水産
業普及指導員新任者研修普及高度化指導員ブ
ロック研修

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 漁業の担い手育成事業費 漁業の担い手育成事業費 1,327 1,327

意欲ある青年女性漁業者等の育成及び活動の活
性化並びに漁業士の育成・活用を図る。青年漁業
者活動促進漁村女性活動支援漁業士活用育成企
業的活動グループの活動支援マリンカレッジ等の
開催漁業就業者確保・育成

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
漁業近代化資金融通事業
費

漁業近代化資金融通事業
費

48,130 48,130

漁業者の経営改善に向けた取組みへの支援を目
的とし、設備・運転資金等の必要な資金の円滑な
融通を図るため、利子補給措置等を講ずる。融資
枠(1)漁業近代化資金18.0億円(うち一般17.0、特
定1.0)(2)漁業経営維持安定資金1.0億円(3)漁業経
営改善促進資金5.5億円

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 特別会計繰出金
沿岸漁業改善資金貸付事
業特別会計繰出金

25,781 25,781
沿岸漁業者に経営等改善資金等を無利子で貸付
けする沿岸漁業改善資金貸付事業特別会計に貸
付原資及び事務費を繰出す。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部
魚食ニーズ把握緊急雇用
創出事業費

魚食ニーズ把握緊急雇用
創出事業費

13,500 0

県内小売店における消費者の水産物に対する
ニーズの把握を行い、消費者の購買意欲を高める
ための商品開発にその結果を反映し、県内水産
物の価値向上を推進する。

安全で安心な水産
物の安定的な提供



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
沿岸漁業改善資金貸付事
業費

沿岸漁業改善資金貸付事
業費

228,391 0

沿岸漁業者等に経営等改善資金、生活改善資金
及び青年漁業者等養成確保資金を無利子で貸し
付けることにより、沿岸漁業の健全な発展と漁業
生産力の増大及び沿岸漁業者の福祉の向上を図
る。沿岸漁業改善資金助成法（昭和５４年法律第
２５号）に基づく、沿岸漁業改善資金貸付事業特
別会計に係る事務費及び貸付金。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 予備費 予備費 911 0
沿岸漁業改善資金貸付事業の繰越金を管理す
る。

安全で安心な水産
物の安定的な提供

農水商工部 農水商工部 農業技術開発推進費
農業関係県単経常試験研
究費

3,160 3,160
県内農業で問題となっている課題について緊急に
解決を必要とする試験を行う。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 農業技術開発推進費 農業受託研究事業費 12,292 0

新規に開発されつつある殺菌剤・植物生育調節
剤、除草剤、肥料等の新資材、ならびに、国等で
育成中の品種系統に関し、農薬登録あるいは品
種登録に必要な効果・薬害・特性等について、三
重県における適応性を試験する。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 農業技術開発推進費 新品種開発事業費 2,276 2,276

産地間競争に対応できる三重県独自の特産物育
成を目的として、重要品目である米、カンキツ、イ
チゴ等の新品種を育成します。米では良食味で早
生～中生品種を、カンキツでは極早生ウンシュウ
および中晩柑類の高品質品種を、イチゴでは低農
薬栽培が可能な複合病害抵抗性を有した高品質
品種を開発します。

農林水産業を支え
る技術開発の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 農業技術開発推進費
地域園芸ブランド強化技
術開発事業費

1,260 1,260

地域園芸ブランドとしてその価値を高めるために、
ブドウでは果実の粒販売を目的とした生産技術の
確立、三重サツキの三重ブランド認定のための環
境にやさしい３０％原肥技術の確立、観葉植物の
省力安定生産のための養液管理技術の開発、紀
南地域活性のための柑橘に次ぐアテモヤの高品
質生産技術を開発します。（１）ブドウ新品種・粒販
売に対応した大粒化技術確立事業（２）三重サツ
キのブランド品目化に向けた環境保全的施肥技
術の確立と新品種の育成（３）観葉植物の効率的
な養液栽培技術の開発（４）アテモヤ高品質安定
生産技術の確立

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 農業技術開発推進費
伊勢茶リフレッシュ支援技
術開発事業費

3,581 3,581

「やぶきた」への過度の集中を避けるため、伊勢茶
リフレッシュ運動に応えることができる新品種を選
定するとともに、新品種の特性、育苗法、最適密
度を明らかにする。また、かぶせ茶栽培技術の高
度化、茶生産環境のリフレッシュ技術の開発に取
り組む。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 農業技術開発推進費
新しい三重の酒造好適米
の地域特産化事業費

1,081 1,081

実需者から要望の高い、優れた酒造好適性をもつ
一般酒原料用の水稲品種開発に応えるため、現
在保持している有望な酒造好適米系統の実用規
模での酒造適性の検討及び栽培適性の検討を行
うことにより新品種を育成する。新品種を導入する
ことで、地域特産酒の開発が契機され、さらに県
産日本酒の品質向上と消費量の拡大が期待でき
る。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 農業技術開発推進費
東紀州地域のカンキツ産
業活性化のための技術開
発事業費

2,237 2,237

カンキツ産業は東紀州地域の基幹産業であり、そ
の低迷は地域経済に及ぼす影響も大きい。そこで
東紀州地域のカンキツ産業の活性化のために、
三重県育成のオリジナル新品種の栽培技術を確
立し、現地へ移転する。また、カンキツの商品性を
高めるために、現在栽培されている主要品種につ
いて完熟生産技術を開発する。

農林水産業を支え
る技術開発の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 農業技術開発推進費
花植木新技術定着化事業
費

66 66

花き花木の生産農家を対象に、花き花木に関する
研究成果移転のため、研修会、技術展示、実証圃
の設置、技術相談、情報の提供を行い、産地の安
定化を図る。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 畜産業技術開発推進費
畜産関係県単経常試験研
究費

21,792 207
畜産業の動向と発展に照らして、重要な試験研究
課題で普及・指導・奨励等行政に直接役立つ技術
の確立のための試験研究を効率的に推進する。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 畜産業技術開発推進費
耕畜連携による粗飼料生
産と乳牛への給与技術の
開発費

6,893 0

水田で生産される粗飼料の高品質化と栄養価の
向上を図るとともに自給粗飼料多給型乳牛飼養技
術を開発する。このことにより、飼料自給率の向上
を図り、資源循環型酪農を確立する。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 畜産業技術開発推進費
牛肉のおいしさ成分研究
事業費

1,436 1,436

県内産和牛枝肉について、遊離アミノ酸、イノシン
酸等のうま味成分の分析及び人による官能評価
等による味覚の判定を行い、それぞれの分析値と
その関係性を考察し、脂肪質の研究で蓄積した
データも加えて、おいしさ要素を総合的に解析す
る。そして、飼養管理等の肥育方法を検討し、場
内での肥育試験を実施する。さらに、松阪牛肥育
農家での実証試験も行う。

農林水産業を支え
る技術開発の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 畜産業技術開発推進費 牛胚活用新技術開発費 2,145 1,345
牛胚の新たな活用方法を検討し、農家経営の改
善とブランドの維持・向上に貢献できる技術開発を
行う。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費
水産関係県単経常試験研
究費

5,165 4,165

クエ・マダイ等の養殖技術開発、英虞湾における
プランクトン・水質等の情報提供や基礎的な調査・
試験、アユの生息環境に悪影響を及ぼす諸要因
の研究を行う。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費
資源管理に必要な情報提
供事業費

1,078 539

本県沿岸の漁況及び海況を定期的に調査し、漁
海況予測のための基礎資料を得るとともにその情
報を関係機関に広報し、資源管理の実施推進に
資する。（１）漁海況情報の収集熊野灘沿岸１９測
点、伊勢湾内に１６測点の定点で月１回海洋観測
を実施し、基礎資料を収集する。県内主要漁協の
漁獲量を電話聞き取り等で収集する。（２）漁海況
情報の解析得られた漁海況情報を解析し、漁海
況予測を行う。（３）漁海況情報の提供漁況及び海
況情報をとりまとめ、県独自の情報として漁業者
及び関係機関に迅速に提供する。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費 資源評価調査事業費 17,407 0
２００カイリ水域内における重要漁業資源の資源
量評価とその動向予測及び管理手法の検討に必
要な科学的情報を収集する。

農林水産業を支え
る技術開発の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費
日本周辺高度回遊性魚類
資源調査事業費

1,495 0

日本周辺水域におけるカツオ・マグロ類の資源評
価に必要な科学的情報を収集し、今後想定される
国際的な資源管理体制下における漁獲可能量の
設定等の根拠として活用する。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費
標識アワビ種苗を用いた
放流効果評価手法開発事
業費

1,295 1,295

アバロンタグ付き種苗を用いた放流後の動態の調
査手法の確立とその活用により、アワビ種苗の放
流効果の向上と安定に役立てる。【課題内容】１ア
バロンタグを用いた放流種苗の新たな動態調査手
法の確立とその活用２県内4漁場に放流されたタ
グ付き種苗の動態と放流効果の把握

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費
マハタ、クエの種苗生産・
養殖高度化技術開発事業
費

6,528 6,528

全国的にも種苗生産技術が確立されておらず、漁
獲量も極めて少ない高級魚のマハタ、クエの良質
な種苗を安定的に生産できる技術を確立するとと
もに、養殖技術の高度化に関する技術開発を実
施し、質の高い養殖魚を地域ブランドとして生産、
流通させることで、地域養殖業の競争力を高める
とともに、東紀州地域の観光、交流産業の活性化
に貢献する。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費
希少な真珠の生産技術の
開発に関する研究費

2,889 2,889

現在流通しているアコヤガイ真珠の中で最高品質
とされる白色系真珠の花珠（はなだま）と双璧をな
す希少な真珠を生産するアコヤガイの作出技術お
よび適切な養殖条件を明らかにすることを目的と
する。【課題内容】（１）希少な真珠の生産メカニズ
ムの解明（２）希少な真珠生産貝の作出技術の開
発（３）希少な真珠生産貝の養殖特性の把握

農林水産業を支え
る技術開発の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費
水産業による水質浄化機
能の向上技術開発事業費

4,324 4,324

閉鎖性海域における水産業は海域内の有機物を
摂取して生育するノリ、貝類を漁獲しており、海域
内の汚染物質を人為的に海域内に除去する機能
を持っている。このことから、ノリの品種改良及び
育苗再生技術等の開発、二枚貝の効果的な稚貝
放流技術・貧酸素水塊によるへい死防止技術の
開発、環境に過大な負荷を与えない真珠養殖技
術・適性管理技術について調査研究を行い、漁業
者が活用可能な技術を開発する。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費
イセエビ種苗の効率的安
定生産に関する研究費

2,580 2,580

本県沿岸漁業の重要種であるイセエビの増殖技
術の確立を目的として、イセエビ幼生の成長と生
残の改善、効率的な飼育方法の開発、及び疾病
の発生を防止するための技術の開発を行う。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費
熊野灘沿岸における有害
プランクトン優占化機構に
関する研究費

1,114 0

熊野灘沿岸域における有害プランクトンの長期的
な変遷と発生環境を把握するとともに、有害赤潮
のシード供給メカニズムを解明し、有害赤潮による
漁業被害の防止に資する。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費
栽培漁業技術総合開発研
究事業費

820 820

三重県におけるトラフグ、クルマエビ、ヨシエビの
生態について新たな科学的知見を収集するととも
に、放流適地を探索し、その放流効果についても
追跡調査を行うことにより栽培漁業技術の総合的
な向上を図る。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部
伊勢湾海底の健康診断緊
急雇用創出事業費

伊勢湾海底の健康診断緊
急雇用創出事業費

39,900 0

伊勢湾における生態系の持続的活用や生物多様
性保全に不可欠な生物・環境情報を得るため、伊
勢湾の底質環境及び底生生物の情報を収集しま
す。

農林水産業を支え
る技術開発の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
カワウによる被害状況県
勢調査緊急雇用創出事業
費

カワウによる被害状況県
勢調査緊急雇用創出事業
費

10,000 0

近年カワウが増え、放流アユの捕食被害や生息
場での樹木の枯死、景観悪化等が問題になって
ます。そこで、カワウ被害の軽減対策を具体化す
るため、カワウの生息実態や被害状況について情
報収集します。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部
魚病診断カード等の電子
カルテ作成緊急雇用創出
事業費

魚病診断カード等の電子
カルテ作成緊急雇用創出
事業費

1,700 0

養殖魚の魚病診断の効率化を図るため、現在、紙
ベースで保存している魚病診断カードや漁場環境
データ等の情報を一元化した電子カルテを作成し
ます。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部
マアナゴ生理生態解析緊
急雇用創出事業費

マアナゴ生理生態解析緊
急雇用創出事業費

13,000 0

伊勢湾におけるマアナゴの生理生態を解明し、資
源回復計画の効果的な推進を図るため、体組織
（耳石や生殖腺等）の標本作成及びその分析を行
います。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部
マハタ・クエ人工種苗形態
異常解析緊急雇用創出事
業費

マハタ・クエ人工種苗形態
異常解析緊急雇用創出事
業費

4,500 0

マハタ・クエの種苗生産過程で発生する形態異常
を把握し、種苗生産の高度化を図るため、マハタ・
クエ仔稚魚の骨（軟骨・硬骨）染色の標本作成及
びその分析を行います。

農林水産業を支え
る技術開発の推進

農水商工部 農水商工部
先端企業等誘致対策事業
費

企業立地推進事業費 7,389 7,389

本県に安定性かつ成長性のある優良企業の導入
を図り、本県産業の発展と雇用の場の創出に資す
る。同時に県内企業への訪問を行い、県政に対す
る要望・提案を県政に反映させ、今後の企業活動
の支援・改善に努め、県内事業所の競争力強化を
図る。（１）企業訪問・企業の現地案内等誘致活動
（２）東京への誘致活動拠点の設置（３）大阪への
誘致活動拠点の設置（４）県内企業への訪問によ
る誘置活動

自律的産業集積の
推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
先端企業等誘致対策事業
費

バレー構想等推進事業費 1,198 1,198

企業間競争が国際的規模で激化する中、県内産
業が国際間、地域間競争に打ち勝つため、その構
造の一層の高度化を図る必要がある。既に県内
に相当の集積が進んでいる産業を軸に、地域産
業クラスターを形成するため、本県の強みを効果
的に情報発信し、さらなる集積を促進するため、企
業誘致活動の戦略強化を図り、効果的な企業誘
致を進める。

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部
先端企業等誘致対策事業
費

産業集積促進補助金 400,000 400,000

情報通信関連産業の集積の核となる企業の新規
立地に対して補助を行うことにより、産業集積がさ
らなる産業集積を引き起こす自律的産業集積を形
成し、県内産業の活性化や雇用機会の確保を図
る。(1)交付対象情報通信関連産業の核となる企
業立地(2)交付要件投下固定資産額６００億円以
上増加する事業従事者６００人、うち常用雇用者３
００人、うち県内常用雇用者１００人以上(3)交付額
投下固定資産額×１５％（限度額９０億円、最大１
５年分割）

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部
先端企業等誘致対策事業
費

三重の活力を高める企業
誘致促進事業費

1,139,706 1,139,706

本県の基幹産業を牽引する最先端製造施設の立
地や、将来の成長が見込まれる産業分野に属す
る生産施設、研究開発施設の立地に対して補助を
行うとともに、県内企業と外資系企業との技術提
携を促進させて対内直接投資を呼び込むことで、
本県の産業構造を知識集約型へと導く企業立地
を促進させ、国際競争力の源泉となる産業の集積
を図ります。

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部 工業用地整備事業費 工場立地受け皿調査費 1,268 1,268
工場立地法に基づき、工場立地が環境の保全を
図りつつ適正に行われるようにするため調査等を
行う。

自律的産業集積の
推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 工業用地整備事業費
競争力のある産業立地基
盤整備促進事業費

473 473

市町と連携し、公的・民間の産業用地開発を促進
するとともに産業用地開発関連の規制緩和に向け
た検討、遊休地・空き工場等の情報収集を強化し
ます。

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部
自律的産業集積基盤支援
事業費

資源活用型地域振興事業
費

113 113

エコタウンプランが目指す資源循環型社会の構築
は、今後とも推進していくべき課題であることか
ら、産業蓄積等を活かした環境産業の育成等につ
いて支援を行う。

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部
産業クラスター形成事業
費

産業クラスター形成事業
費

1,879 1,169

産業クラスターのネットワーク形成を推進するため
に、国が進める「産業クラスター計画」とも連携をと
りながら、産学官による研究会を開催するととも
に、国内外に対して情報発信や普及啓発を行いま
す。

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部
産業クラスター形成事業
費

研究開発機能集積促進事
業費

41,682 41,682

県内に企業等の研究開発機能を集積するととも
に、大学・公設試などの研究機関との連携や海外
との連携を進めることにより、県内産業の知識集
約型産業構造への転換を促進します。

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部
産業人材育成基盤整備事
業費

産業人材育成基盤整備事
業費

80,694 80,694

人口減少と少子高齢化に伴う成長制約を克服して
イノベーションを絶え間なく創出し、持続的な経済
成長を実現するためには、我が国の強い産業の
維持、更なる強化を念頭においた戦略的な人材育
成が鍵となります。そのため、高度部材イノベー
ションセンターを拠点として、研究開発の促進、中
小企業支援を行うとともに、企業における中核技
術者や技能者など産業人材の育成を進めます。

自律的産業集積の
推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
産業人材育成基盤整備事
業費

資源生産性競争時代を見
据えた産業振興調査事業
費

20,504 5,504

環境、資源・エネルギー問題といった成長制約要
因の増大により、我が国の産業は「資源生産性」
の向上によって競争力を確保しなければならない
時代が到来するとされています。そこで、地域の
資源（ポテンシャル）を有効に活用して、各種施策
に取り組むことにより、「資源生産性競争」時代に
おいても持続可能な成長を可能とする産業構造の
構築を進めるための検討調査等を実施します。

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部
四日市コンビナートアク
ションプログラム推進事業
費

四日市コンビナートアク
ションプログラム推進事業
費

1,655 1,420

四日市地域が持つ化学工業のポテンシャルを活
かして、従来のコンビナートの枠組みにとらわれ
ず、臨海部コンビナートと周辺に集積する加工組
立産業との連携等を踏まえ、機能性化学産業、環
境産業、エネルギー産業への展開など、持続的に
発展が可能な地域づくりを促進するための取組を
行います。

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部 先端産業育成事業費 先端産業育成事業費 33,840 33,600

県内産業が自律的な発展の軌道に乗っていくため
には、高付加価値製品を生み出す産業が次々と
生まれてくる産業構造にしていくことが必要です。
そのため、大学などの研究機関とのネットワーク
の強化を通じて、先端的な分野における企業の研
究開発の促進を図ります。

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部
地域イノベーション人材育
成基盤整備事業費

地域イノベーション人材育
成基盤整備事業費

8,954 8,954

地域発のイノベーションを誘発する新たなしくみづ
くりを進めるために、大学等の有する基礎研究技
術シーズ等研究資源の活用及び企業の有する多
様な要素技術の融合など、メカトロ要素技術等研
究資源の活用・融合を促進するとともに、ＩＴを活用
した新たな産業の創出などを促進します。

自律的産業集積の
推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
中小企業支援センター事
業費

ものづくりソリューション機
能強化事業費

28,505 19,542

近年の資源高や金融危機、円高などにより一層厳
しさを増す中小企業の生き残りを支援するため、
（財）三重県産業支援センターが高度部材イノベー
ションセンターを産産・産学等の結節拠点として、
県の試験研究機関や県内外の多様なリソースの
融合によるソリューション機能を発揮して中小企業
の新事業創出を支援します。また、県内外の学生
を対象に企業体験事業を実施することで、県内中
小企業の魅力を発信するとともに、若手人材の確
保に努めます。

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部
みえ次世代産業創造基盤
事業費

みえ新産業創出地域プ
ラットフォーム整備事業費

67,891 32,287

ベンチャー企業の創出は、県内の自律的な産業
集積を支える重要な要素であり、技術革新や新た
なビジネスモデルを提供するベンチャー企業が
次々と創出する環境を整備することが必要です。
そのため、引き続き、研究シーズ・アイデア段階か
ら経営（事業成長・販路開拓）の段階に至るまで、
必要なサービスをワンストップで行う体制により取
り組んでいきます。

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部
みえ次世代産業創造基盤
事業費

ベンチャー企業創出促進
事業費

81,665 81,665

自律的な産業集積を支え、イノベーションの担い
手となるベンチャー企業を発掘・育成するため、企
業の成長段階に応じた支援が必要です。これまで
の支援により、ＢＩの普及等も進んでいますが、さら
に補助金等助成事業やＢＩ入居企業のハンズオン
支援を強化し、各事業の有機的な連携、能動的な
企業訪問により、入り口から出口まで一貫した支
援を行います。

自律的産業集積の
推進

農水商工部 農水商工部 産業政策企画広報事業費 産業政策企画広報事業費 3,300 3,293

産業行政の円滑な推進を図るため、情報収集、事
業広報等を行う。１部及び本庁各室の事業概要の
作成２国家予算要望の施策情報等の収集３企画
広報関係会議への参加４部内危機管理の推進

活力ある地域産業
の振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 地域産業総合事業費 地域産業調整事業費 15,170 15,125 農水商工部の運営にかかる経費
活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 地域産業総合事業費 運輸事業振興助成交付金 574,175 574,175

昭和５１年度に実施された軽油引取税の税率の引
き上げが営業用バス、トラックの輸送コストに与え
る影響を考慮し、当面の間、（社）三重県バス協
会・（社）三重県トラック協会が行う輸送力の確保、
輸送サービスの改善、安全運転の確保、公共の
利便の増進等に資する事業に対して助成する。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 地域産業総合事業費 産業功労者表彰事業費 417 417

毎年１１月を産業振興月間と定め、そのメイン行事
として商工業を始め、土木建設業、農林水産業等
県内の全ての産業分野において、その振興発展
に特に優れた功労のあった者を表彰する。表彰式
典平成２１年１１月表彰予定者５人式典参加者５０
名

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 地域産業総合事業費 中小企業振興基金積立金 322,214 308,100
地域経済に対して重要な役割を担っている中小企
業の振興を図るため、三重県中小企業振興基金
を積み立てる。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
地域資源等を活用した産
業誘致事業費

県南部への産業誘致対策
事業費

332,225 332,225

県南部の半島振興地域、特に東紀州地域及び奥
伊勢・奥志摩を中心とする過疎・準過疎地域等で
は、産業誘致による地域産業の振興に取り組んで
いるが、条件不利地域であり、財政基盤が脆弱な
ことから、効果的な取組が困難である。このため、
関係市町等が行う産業用地整備事業に対して支
援し、産業誘致の受け皿となる、安価で競争力の
ある産業用地を企業に提供できるようにするととも
に、地域特性を生かした産業にスポットをあて、新
たな産業誘致対象業種を開拓し、関連企業の進
出に対し補助を行うことで、当該地域への企業立
地の促進に努める。

活力ある地域産業
の振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 地域地場産業振興事業費
三重産業振興センター補
助金

238,214 219,214

中小企業の研究開発した新製品・新技術や県内
物産等の展示を行うための産業支援施設「メッセ
ウイング・みえ」の振興を図るとともに、設備の改
修を行うための経費を補助する●実施期間、全体
計画、年次計画平成２年度～５年度建設工事、竣
工、供用開始平成７年度～25年度中小企業高度
化資金償還平成19年度防水対策平成21年度給水
設備等改修

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 商業振興対策費 商業振興指導費 2,148 2,148

①大規模小売店舗対策店舗周辺の生活環境の保
持を目的とする大規模小売店舗立地法の適正か
つ円滑な運営を図るための現地調査や審議会及
び担当者会議にかかる経費②商業振興対策商業
振興のための関係団体との協議にかかる経費

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 商業振興対策費
商店街振興組合指導事業
費補助金

1,954 977

三重県商店街振興組合連合会が各商店街振興組
合に対する助言・指導を行う際にかかる経費を助
成することにより、商店街振興組合及び中小小売
業者の振興を図る。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
中小企業連携組織対策事
業費

中小企業連携組織対策事
業費

119,037 113,354

（１）中小企業団体中央会が行う中小企業の組織
化及び中小企業団体の育成指導を行うために要
する窓口・巡回相談、中小企業の連携のための交
流、専門家による指導などにより、中小企業者の
経済的地位の向上を図る。（２）中小企業団体中
央会に対する指導、中小企業の組織化の推進、
協同組合の設立認可等を行う。

活力ある地域産業
の振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 経営基盤確立事業費 中小企業金融対策事業費 543,638 0

県内中小企業の金融の円滑化を図るため、金融
機関の協力を得て、信用保証制度を取り入れなが
ら、県単融資制度を運用し、中小企業の健全な発
展を図る。①三重県中小企業融資制度利子補給
補助金②信用保証協会保証料軽減補助金③三重
県中小企業融資制度損失補償補助金

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 経営基盤確立事業費
信用保証協会保証料補助
金

654 0

県内同和小規模事業者の金融円滑化を図るた
め、民間金融機関の協力を得て、信用保証制度を
取り入れながら運用している同和関係小規模事業
資金の信用保証料補助を行う。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 経営基盤確立事業費 金融対策事業費 1,488,416 0

県内中小企業の金融の円滑化を図るため、金融
機関の協力を得て、信用保証制度を取り入れなが
ら、県単融資制度を運用し、中小企業の健全な発
展を図る。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 経営基盤確立事業費
中小企業者等支援資金貸
付事業等特別会計繰出金

6,162 -314,676
中小企業者等支援資金貸付事業等特別会計への
県費繰出金

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 経営基盤確立事業費 工業立地促進資金貸付金 31,500 0
工業立地促進資金貸付金の新規貸付は休止。貸
付残高対応分に係る金融機関への預託資金供給
を実施する。

活力ある地域産業
の振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 経営基盤確立事業費 貸金業指導監督事業費 6,995 -4,405

貸金業者の登録事務、諸報告の徴収、立入検査
を行うとともに貸金業協会に対し、登録申請、業務
報告の徴収等の委託を行い、貸金業界の適正な
運営を図る。登録事務、立入検査等を本庁一括で
行うことにより、業務の効率化を進める。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
中心市街地活性化対策総
合促進事業費

中心市街地商業活性化支
援事業費

3,500 0

（財）三重県産業支援センターあて補助金を交付
し、中心市街地活性化協議会の構成員等が行う
中心市街地活性化のための次のソフト事業に対し
て支援する。・コンセンサス形成事業・テナントミッ
クス管理事業・広域ソフト事業・事業設計、調査、
システム開発事業

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
中心市街地活性化対策総
合促進事業費

中心市街地活性化総合対
策事業費

4,423 0

地域住民、ＮＰＯ、商工団体、企業等が主体的に
行う地域のまちづくりや中心市街地活性化のため
の取り組み等を、市町、国、公的支援機関、庁内
関係部局等と連携をとりつつ支援します。・まちづ
くり等の専門家の派遣・まちづくりの情報発信・ま
ちづくりの人材育成・まちづくり活動の支援

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 小規模事業支援費
小規模事業等支援事業費
補助金

1,419,235 1,388,202

商工会、商工会議所、商工会連合会の行う小規
模事業者等の経営、技術の改善、発達のための
事業の充実を図り、小規模事業者等の振興と安
定を支援する。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
小規模事業対策調査事業
費

小規模事業対策調査事業
費

794 0

小規模零細な事業者が多く、特に重点的な支援が
必要な地域又は業種に係る中小企業者又はその
従業員等が、その実態に応じた経営、技術等に関
する基本的な知識、方法を習得することにより、当
該中小企業の経営の合理化、技術の向上を図り、
ひいては当該産地の振興を促進する。●事業内
容小規模零細事業者の経営力を強化するため、
専門家による経営に対する知識・ノウハウを習得
するための研修を実施する。

活力ある地域産業
の振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 産業フェア開催事業費 産業フェア開催事業費 9,100 0

三重県内で事業展開する企業等の製品や技術を
一堂に展示し、情報発信やビジネスマッチングの
場として、また、県民の皆様に県内産業の製品や
サービスを紹介する機会として開催します。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
コミュニティビジネス支援
事業費

コミュニティビジネス支援
事業費

1,070 1,070

三重県内のコミュニティビジネス（ＣＢ）を振興する
ため、ＣＢ事例や中間支援組織に関する情報提供
を行い、また、過去３年度間に実施した講座により
育成したアドバイザー人材の協力を得て相談会を
開催して、ＣＢ創業者等を支援するとともに、アド
バイザー人材を対象にしたワークショップの開催を
通じてネットワーク形成を図り、中間支援機能の強
化を行う。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
経営品質向上活動推進事
業費

経営品質向上活動推進事
業費

5,533 0

県内企業や各種団体が、新しい時代の公を担う主
体として、強い組織経営づくりに取り組むことを支
援するため、三重県独自の「三重県経営品質賞」
を運営し、経営品質向上プログラムの普及・推進
を図る。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
地域産業力創出支援事業
費

地域産業力創出支援事業
費

3,569 3,569

平成１７年度第３回定例会において「三重県地域
産業振興条例」が制定され、地域の特性に応じた
産業の振興を、効果的活計画的に推進していくこ
ととされた。その実現のために、地域内外の多様
な主体が連携して地域の魅力・資源を発掘・事業
化し、創意工夫によって地域の競争力を強化し、
地域の持つ｢産業力」を高める取組を支援する。

活力ある地域産業
の振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
地域産業力創出支援事業
費

みえ地域コミュニティ応援
ファンド（果実運用型）事
業費

1,142 1,142

地域ごとの実情に応じ、地域力を発揮したビジネ
スを創出するため、「みえ地域コミュニティ応援ファ
ンド（果実運用型）」を組成した。この運用益で行う
助成事業の実施に際して、三重県産業支援セン
ターが行う、審査会の開催や新しい事業に取り組
む事業者に対する支援を強化し、活力のある地域
産業を振興していく。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
中心市街地のにぎわい再
生事業費

まちのグランドデザインづ
くり事業費

4,469 0

各市町が広域的な視点でまちづくりのあり方を考
え、中心市街地の活性化を図ることができるよう
支援を行う。①まちづくりアドバイザー派遣事業②
中心市街地活性化基本計画策定支援事業

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
中心市街地のにぎわい再
生事業費

まちなか再生支援事業費 4,500 0
認定中心市街地活性化基本計画策定市等が計画
的に進める中心市街地への都市機能集約やにぎ
わい回復への取り組みを支援します。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
オンリーワン企業育成プロ
グラム費

オンリーワン企業育成プロ
グラム事業費

75,488 74,497

近年の資源高や金融危機、円高などにより一層厳
しさを増す中小企業の生き残りを支援するため、
県の試験研究機関に蓄積された知見や技術を最
大限に活用するなど、中小企業の国際競争力の
ある技術力の高度化を総合的に推進します。●内
容①退職人材活用事業②オンリーワン企業育成
技術開発支援事業③経営高度化総合コンサル
ティング事業

活力ある地域産業
の振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
オンリーワン企業育成プロ
グラム費

ものづくり中小企業データ
ＭＡＰ作成事業費

766 766

県内の中小企業は、厳しい経営環境にある一方
で、競争力の高い優れた技術を持った中小企業も
存在することから、それら中小企業の設備、技術、
人材等の情報をＧＩＳを活用しデータＭＡＰ化するこ
とで、川下産業とのマッチングや、県内立地検討
企業等への情報提供に活用するとともに、中小企
業の連携を推進することにより、ものづくり技術の
支援強化を図ることを目的とする。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
中小企業の企業力向上再
チャレンジ支援事業費

中小企業の企業力向上再
チャレンジ支援事業費

3,345 0

地域経済を支える中小企業の企業力向上を促進
するため、経営革新に取り組む意欲ある企業を、
事業戦略の構築から販路開拓まで総合的に支援
します。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
伝統産業・地場産業活性
化支援事業費

伝統産業・地場産業活性
化支援事業費

17,911 15,521

地域経済の活性化を図るため、地場産業や伝統
産業などの地域に基盤を持つ産業の高付加価値
化や市場拡大を目指して、付加価値の高い商品
開発や需要開拓などを行う中小企業者の活動を
支援します。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
地域産業振興方策実践支
援事業費

地域産業振興方策実践支
援事業費

2,159 2,159

地域住民、市町、産業に携わる方々、関係団体
等、地域の関係者が主体的に行う地域における産
業振興方策の実践を支援します。１：話し合いの
場づくり支援地域ごとの方策検討・実践のための
議論の場の提供・情報提供など

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
企業との協働による地域
づくり推進事業費

企業との協働による地域
づくり推進事業費

710 710

新しい時代の公の観点から、企業の社会的責任
（ＣＳＲ活動）の県内の取り組みを促進するととも
に、ＣＳＲ活動に取り組む企業や地域と協調して、
地域社会における課題解決に取り組みます。・情
報発信と普及啓発活動・企業がＣＳＲ活動に取り
組みやすい環境の整備

活力ある地域産業
の振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 農商工連携推進事業費
みえ農商工連携推進ファ
ンド事業費

2,302,895 2,895
中小企業者と農林漁業者が有機的に連携して行
う新商品・サービスの開発等を促進するため、「み
え農商工連携推進ファンド」を組成し支援する。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
県内中小企業データベー
ス構築緊急雇用創出事業
費

県内中小企業データベー
ス構築緊急雇用創出事業
費

2,850 0

中小企業に対する支援施策を企画、実施する上
での基礎的な資料とするため、県内中小企業の
種々のデータを集約、電子化し、データベースを構
築します。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
地域産業ネットワーク構築
ふるさと雇用再生事業費

地域産業ネットワーク構築
ふるさと雇用再生事業費

9,121 0

企業間連携及び産学連携の情報提供及び各種支
援に活用するため、県内企業の基本情報及び技
術情報を基礎データとして集約し、企業情報資料
を作成する。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
新事業創出支援ふるさと
雇用再生事業費

新事業創出支援ふるさと
雇用再生事業費

9,101 0

中小企業等の経営の安定化を図るためには、新
たな事業への着手や新規事業部を立ち上げるな
ど、経営の多角化への取組が必要であり、意欲の
ある県内中小企業等の新事業等への取組を支援
する。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
地域商社機能活用ふるさ
と雇用再生事業費

地域商社機能活用ふるさ
と雇用再生事業費

12,000 0

急速な雇用情勢の悪化により、営業・販売能力や
IT技術を持ちながらも県内での就労機会が失われ
た人材を、地域商社機能を持つ団体に雇用促進
し、当該団体の企画・営業・販売能力を高めること
で、地域資源関連製品の情報発信と販路開拓を
はかります。

活力ある地域産業
の振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
中小企業支援センター事
業費

中小企業支援センター事
業費

129,548 33,009

中小企業の経営資源を強化し、経営革新等の取
組みを促進するため、中小企業の多様なニーズに
対応して、施策情報、診断・助言、取引あっせん等
の支援策をきめ細かく提供できるワン・ストップ・
サービス型の支援を行う県中小企業支援センター
事業に対し補助する。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 経営技術支援事業費
事業共同化等連携事業等
促進診断事業費

22,587 234
中小企業の経営の合理化、近代化を進めるため
の小規模事業設備資金交付に際し、その妥当性
を診断助言する。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 地域経済国際化対応費 産業国際化支援事業費 12,507 12,507

海外取引の拡大等県内中小企業の国際化を支援
するため日本貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）など専門
機関との連携により、個々の企業ニーズに応じて
販路開拓などの支援、海外市場動向・制度に関す
る情報の収集・提供などのサービスを提供しま
す。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
中小企業者等支援資金貸
付事業費

小規模企業者等設備資金
貸付事業貸付事業費

512,352 0

小規模企業の経営合理化を促進し、経営革新及
び新規創業に必要な設備の導入を促進するた
め、（財）三重県産業支援センターに対し、当セン
ターが小規模企業者等に貸付を行うための資金
の貸付を行う。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
中小企業者等支援資金貸
付事業費

小規模企業者等設備貸与
事業貸付事業費

51,805 0
（財）三重県産業支援センターが行う小規模企業
者等設備貸与事業休止後の必要な措置を行う。

活力ある地域産業
の振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
中小企業者等支援資金貸
付事業費

高度化事業資金貸付事業
費

10,846 0

中小企業者が経営体質の改善、環境変化の対応
を図るために組合等を組織し、事業の共同化、協
業化、集団化等を実施する場合、これらの組合等
に対し事業に必要な資金の貸付を行う。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部
中小企業者等支援資金貸
付事業費

一般会計繰出金 295,341 0
高度化事業資金貸付金の一部財源として一般会
計から繰入れた繰入金を、一般会計へ繰出そうと
するもの。

活力ある地域産業
の振興

農水商工部 農水商工部 観光事業推進費 観光事業推進費 37,326 36,535

観光事業の推進等を図るため、次の活動を行う。
◎観光入込客数等の調査◎旅行業法等の法律事
務◎国土交通省、近隣府県等関係団体との協議・
調整◎観光・リゾート情報の収集◎一般管理費

観光・交流産業の
振興

農水商工部 農水商工部 観光情報提供事業推進費 観光情報提供事業推進費 46,601 38,501

三重県の観光振興を図り、本県の知名度の向上
や観光イメージ付けを行うため、（社）三重県観光
連盟等とも協働して観光情報提供事業等を実施
する。

観光・交流産業の
振興

農水商工部 農水商工部 観光情報提供事業推進費
イベント活用観光促進事
業費

8,902 8,902

平成２１年には本県で大規模イベントや記念事業
が数多く開催され、多くの方が来訪される。そこ
で、これらイベントでの情報発信を行うほか、本県
としても積極的に参画する。また、平成２５年の神
宮式年遷宮は、三重県観光にとって２０年に一度
訪れる大きなチャンスであり、遷宮後も持続する強
靭な観光構造を構築するため、遷宮に向けて対応
すべき課題を見出す。

観光・交流産業の
振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
県営サンアリーナ管理事
業費

県営サンアリーナ管理運
営費

197,412 197,209
・県営サンアリーナの管理運営を指定管理者に委
託するために要する経費・火災共済保険加入に要
する経費

観光・交流産業の
振興

農水商工部 農水商工部
県営サンアリーナ管理事
業費

県営サンアリーナ環境整
備費

43,240 43,240

県営サンアリーナを利用者が安全及び快適に利
用できるよう、施設及び設備等の修繕・更新を行
う。また、県営サンアリーナを会場として開催され
る「2009年世界新体操選手権」の成功に向けて、
所要の整備を行う。

観光・交流産業の
振興

農水商工部 農水商工部 観光振興戦略推進事業費
三重の観光プロデュー
サー設置事業費

10,992 10,992

観光プロデューサーを設置し、地域、市町、観光
関連事業者等への助言、指導や観光人材育成へ
の支援を行うとともに、地元との協働で、地域の観
光資源を活用した観光商品づくりを実施し、「住ん
でよし、訪れてよし」の観光地づくりをプロデュース
する。

観光・交流産業の
振興

農水商工部 農水商工部 観光振興戦略推進事業費 教育旅行誘致事業費 2,754 2,754

平成１７年度修学旅行・社会見学等実態調査の結
果をふまえ、誘致効果が高いと考えられる隣県及
び県内からの教育旅行の誘致を積極的に進める
とともに、首都圏中学校からの修学旅行誘致に継
続して取り組む。

観光・交流産業の
振興

農水商工部 農水商工部 観光振興戦略推進事業費
熊野古道シャトルバスの
活用による熊野古道の魅
力増進事業費

13,200 6,600

シャトルバスを運行することで、熊野古道への利
便性を確保するとともに、シャトルバスを活用した
旅行会社による旅行商品づくりを誘発することによ
り、効果的な観光客の誘客を図る。

観光・交流産業の
振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 観光振興戦略推進事業費
自動車観光情報発信事業
費

4,060 4,060

個人旅行者やマイカー等利用者を対象とした、携
帯電話、カーナビ等のモバイルシステムに対応し
た観光情報の発信を行い、自動車利用観光客へ
の利便性を向上させるとともに、自動車観光の特
性に応じた観光情報、観光コースの提案等を行
う。

観光・交流産業の
振興

農水商工部 農水商工部 観光振興戦略推進事業費
フィルムコミッション促進事
業費

395 395

県内各地で、ＮＰＯ、地域住民、市町等によるフィ
ルムコミッションづくりの機運が芽生えている。これ
ら機運の醸成と各地のフィルムコミッションの全県
的な連絡調整システムを構築する。

観光・交流産業の
振興

農水商工部 農水商工部 観光振興戦略推進事業費 外客誘致推進事業費 32,000 32,000

これまで、台湾、中国（主に上海）、韓国など東ア
ジアを主なターゲットとして取組を進めてきたが、
特定事業のみの偏りは景気動向等の影響を受け
やすく、また訪日旅行者にとって重要な観光地とし
ての受け入れ体制も一部の施設に限られるなど、
訪日市場の進展にあわせた施策が必要となって
いる。そこで、①既存市場に加え中国（北京・広
州）、欧米等の新市場への進出、②三重県を第一
目的地にさせる宣伝・PRの強化、③受入れ体制の
充実強化を目標に事業を展開する。

観光・交流産業の
振興

農水商工部 農水商工部
三重県観光振興プラン推
進事業費

「旅ごころ誘う三重奏」誘
客戦略推進事業費

124,457 101,057

首都圏等全国から誘客できる観光地を目指して、
「三重県観光振興プラン」及び「地域別観光振興
のあり方」（プラン別冊）に基づき、具体的な誘客に
つなげるため、誘客企画の実施や首都圏からの
情報発信の充実を行う。

観光・交流産業の
振興

農水商工部 農水商工部
三重県観光振興プラン推
進事業費

魅力ある観光地グレード
アップ支援事業費

15,688 15,688

『三重県観光振興プラン』に基づき、首都圏等全国
から誘客ができる魅力的な観光地を目指して、地
域が取り組む快適な観光交流空間づくり等を支援
する。

観光・交流産業の
振興



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 観光関連雇用創出事業費
観光関連ふるさと雇用再
生事業費

17,000 0
三重県への誘客をはかるため旅行会社等への観
光商品の販売促進、伊勢志摩地域の観光客の動
向や受入れ体制の調査等を行います。

観光・交流産業の
振興

農水商工部 農水商工部 観光関連雇用創出事業費
観光関連緊急雇用創出事
業費

21,200 0

自然景観保持のためパールロード沿線土地の松
枯れの伐採、外国人観光客誘致に関心のある県
内観光施設のパンフレット、リーフレット及び観光
三重等の印刷物の各国言語への翻訳、三重県へ
の来訪者の発地調査等を行います。

観光・交流産業の
振興

農水商工部 農水商工部 新分野展開研究開発費
新分野展開技術開発推進
費

5,662 0

先端産業分野や市場の拡大が見込まれる新産業
分野への県内企業の展開を促進するために、直
面する技術課題の解決に向けた試験研究を行う。
具体的な取組として、燃料電池部材の発電評価技
術や熱電変換材料等のエネルギー分野、一般薬
の速崩壊錠、高齢化対応福祉製品等の医薬・健
康福祉分野の研究を行うとともに、持続的資源と
して植物由来材料の用途開発研究を行い、産学
官連携により県内産業界の新分野への展開をめ
ざす。

技術の高度化の促
進

農水商工部 農水商工部
地域産業高度化技術開発
費

地域産業高度化技術開発
推進費

7,888 0

地域産業におけるブランド創出や生産技術・材料
開発技術の高度化を促進するために、直面する
技術課題の解決に向けた試験研究を行う。具体
的な取組として、鋳物やコンクリートの新製品開発
研究を行い、企業との共同研究により県内産業界
の技術の高度化を図る。

技術の高度化の促
進

農水商工部 農水商工部
地域産業高度化技術開発
費

鋳造技術集積を生かした
新製品開発支援事業費

1,306 1,306

北勢地域の鋳物技術集積を生かした企業の新製
品開発、新分野への進出を技術面で支援する。支
援は、研究会、公募による共同研究などで行い、
企業の研究開発能力を向上させ、地域産業の活
性化を促す。

技術の高度化の促
進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
地域産業高度化技術開発
費

三重のやきものフレッシュ
アップ事業費

1,884 1,884

萬古焼、伊賀焼などの県内陶磁器業界が、他産
地との激しい競争、安価な海外製品の急速な台頭
の中で、維持・発展を図るには、付加価値の高い
魅力ある新商品の開発が急務である。このため、
新機能を付与した陶磁器釉薬と素地の開発、従来
製品の潜在機能の強化を図り、新商品に結びつ
け、陶磁器産業の活性化を図る。

技術の高度化の促
進

農水商工部 農水商工部 技術支援強化費
産業ニーズ・技術シーズ
活用化促進事業費

793 0

県内企業を出前キャラバンにより訪問することに
より、企業の技術ニーズ・技術シーズを見出し、研
究会などでシーズとニーズのマッチングを検討し
研究開発に結びつける。

技術の高度化の促
進

農水商工部 農水商工部 技術支援強化費
依頼試験・機器開放推進
事業費

25,836 0
県内産業界の技術上の問題を解決するために、
依頼試験や機器開放等による技術支援に取り組
む。

技術の高度化の促
進

農水商工部 農水商工部 技術支援強化費
中小企業の技術開発人材
育成事業費

1,181 0

中小企業の技術者を対象として、基盤技術研修講
座と先進技術セミナーを開催する。①基盤技術研
修講座は、県内企業の技術者を対象として、基盤
技術（生産技術、品質管理、試験評価技術）の習
得を目的とする座学及び実習です。②先進技術セ
ミナーは、技術者が最新の技術（ＩＴや電子制御、
技術開発動向など）情報や知識を習得し、技術開
発に活用することを目的とする。

技術の高度化の促
進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 海岸保全施設整備事業費 公共事業 162,000 0

海岸保全区域内で高潮、波浪、津波等による被害
を防止するため、堤防、樋門、樋管等を新設改修
を行う。国の採択基準１高潮対策イ）1km当たり防
護面積５ha以上又防護人口５０人以上。２津波対
策イ）海岸保全施設の緊急的な防災機能の確保
及び避難対策の促進に係るもの。３老朽化対策
イ）海岸保全施設の老朽化対策として施設の機能
強化及び回復を図るもの。

治山・治水・海岸保
全対策の推進

農水商工部 農水商工部 県単耕地施設管理事業費 県単公共事業 7,500 7,500

イ）海岸保全区域及び地すべり防止区域の維持管
理は知事が行うものと法に記載されている。この
ため、県は現地により近い市町長に維持管理を委
託し、海岸保全区域、地すべり防止区域の巡視を
行うことによって、災害を未然に防ぐと共に、不法
建築物の設置や堤防の加工等届け出行為の監視
を行い、海岸施設の管理にあたる。ロ）海岸保全
施設整備の損傷が小規模なものについて、修繕
等を行うことにより、災害の防止と国土保全に資
する

治山・治水・海岸保
全対策の推進

農水商工部 農水商工部 耕地施設管理事業費 公共事業（地震対策） 9,000 500

イ）地震による津波被害から人命、財産を守り、海
水の進入を早期に安全に防止できる海岸保全施
設とするため、水門等の開閉作業を自動化に整備
する。国の採択基準津波対策イ）海岸保全施設の
緊急的な防災機能の確保及び避難対策の促進に
係るもの。

治山・治水・海岸保
全対策の推進

農水商工部 農水商工部
海岸保全施設点検緊急雇
用創出事業費

海岸保全施設点検緊急雇
用創出事業費

10,000 0

農地海岸の管理者である県が、海岸堤防の施設
健全度を把握し、効率的・効果的な老朽化対策を
図るため、海岸保全施設の点検データ資料等（台
帳との整合、損傷状況、背後地の状況等）の収
集、及び海岸データベースの補完整備を行う。

治山・治水・海岸保
全対策の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 県営漁港海岸保全事業費 公共事業 166,000 0

発生が危惧されている東海、東南海・南海地震は
過去の発生例やこれまでの研究成果から連動し
て発生する可能性も指摘されており、これらの地
震が同時発生した場合、県内でも甚大な被害が想
定されている。このような中、県営海岸において緊
急調査により、護岸・堤防に損傷があり危険性が
高い箇所が発見されたため、想定されている大規
模地震による堤防等の崩壊や沈下により、津波・
高潮からの浸水被害が拡大することを防止するた
め、緊急的に事業を実施する。

治山・治水・海岸保
全対策の推進

農水商工部 農水商工部
市町営漁港海岸保全事業
費

公共事業 46,110 44,755

津波、高潮、波浪等による被害から海岸を防護
し、国土の保全に資するとともに魅力ある海岸環
境の保全と創出を図るため、海岸保全基本計画に
基づき、施設整備を行う。

治山・治水・海岸保
全対策の推進

農水商工部 農水商工部
漁港・海岸維持修繕事業
費

県単公共事業 5,528 5,528
老朽化等により、著しく機能が低下した施設の維
持修繕を実施することにより、既存施設を有効に
機能させ災害発生を未然に防止する。

治山・治水・海岸保
全対策の推進

農水商工部 農水商工部
県営緊急津波対策海岸保
全事業費

公共事業（地震対策） 180,000 0

漁港海岸においては、多数の開口部が存在し老
朽化の著しい箇所が多数存在するため、公助の
取り組みのひとつとして、津波による浸水時間を
遅らせ避難時間を確保するために、「被害の軽減
（減災）」に貢献する事業を重点的に進めていく。

治山・治水・海岸保
全対策の推進

農水商工部 農水商工部
市町営緊急津波対策海岸
保全事業費

公共事業（地震対策） 37,491 36,508

漁港海岸においては、多数の開口部が存在し老
朽化の著しい箇所が多数存在するため、公助の
取り組みのひとつとして、津波による浸水時間を
遅らせ避難時間を確保するために、「被害の軽減
（減災）」に貢献する事業を重点的に進めていく。

治山・治水・海岸保
全対策の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
県営海岸保全施設等災害
復旧事業費

平成２１年災害復旧事業
費

25,000 334
海岸保全施設の災害を、公共土木施設災害復旧
事業費国庫負担法により復旧する。

治山・治水・海岸保
全対策の推進

農水商工部 農水商工部 計量検定事業費 計量検定事業費 10,827 436

取引・証明上の計量の安定並びに適正な計量の
実施の確保のため、計量機器等の検定、検査及
び立入検査を行う。また、円滑な計量行政を推進
するための知識・技術を取得するため、計量研修
センター講習を受講する。

安全で安心できる
消費生活の確保

農水商工部 農水商工部
みんなで学び・考え・取り
組む食の安全・安心県民
運動推進事業費

みんなで学び・考え・取り
組む食の安全・安心県民
運動推進事業費

2,004 2,004

「食の安全・安心が確保された三重県」を実現する
ためには、消費者・事業者・行政の主体的な取り
組みが広がり、連携・協働により県民運動として発
展していくことが重要です。食の安全・安心を確保
するためこれまでつくってきた環境や仕組み、要請
した人材などを活用するとともに、連携・協働を深
め、県民運動を推進していきます。

食の安全とくらしの
衛生の確保

農水商工部 農水商工部 産業廃棄物抑制事業費
産業廃棄物抑制等事業費
補助金

30,509 0

県内の産業廃棄物排出事業者等が、自ら排出す
る産業廃棄物の発生抑制・再生・減量化のための
研究、技術開発、産業廃棄物を使った製品開発を
行う経費の一部や、自ら排出する産業廃棄物の抑
制・再生・減量化にかかる設備機器を設置する経
費の一部を助成する。

廃棄物対策の推進

農水商工部 農水商工部 研究交流費
産業廃棄物抑制産官共同
研究事業費

3,600 0

産業廃棄物の削減、リサイクルの推進は、産業廃
棄物処分場の逼迫緩和や企業における廃棄物処
理コストの軽減など大きな効果がある。ただし、廃
棄物の削減・リサイクルについては、企業固有の
廃棄物に対応した技術の開発が必要であるが、県
内の中小企業においては研究開発能力が一般的
に脆弱である。このため、当県試験研究機関の技
術基盤を活かし、企業との共同研究により産業廃
棄物の抑制に係る研究開発を共同で行う。

廃棄物対策の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費
干潟・藻場の回復・再生技
術開発事業費

5,200 5,200

閉鎖性海域の再生の実現に向けて、干潟・藻場は
自然浄化能力による汚染物質の分解や底生生
物・稚魚等の生育場所として、非常に重要な役割
を果たすことが明らかになっている。このため、現
在までの研究成果を基盤として、生物生産性の高
い干潟・藻場造成・再生技術の開発、すでに設置
した干潟・藻場の長期的な調査及び干潟から藻場
に連続する生物生産性の高い浅場の実証的造成
試験を行う。

水循環の保全

農水商工部 農水商工部 水産業技術開発推進費
赤潮・底泥対策技術開発
事業費

10,003 10,003

水質汚濁が進んだ閉鎖性海域では、貧酸素水塊・
赤潮が毎年恒常的に発生し、生物のへい死をを
引き起こして閉鎖性海域全体の生態系の貧弱化
や水産業への被害を及ぼし、さらに水質汚濁を促
進させている。このため、貧酸素水塊とその発生
原因である底泥の発生過程等について調査研究
を進めるとともに、赤潮の発生防止技術や貧酸素
水塊の伝播予測技術について調査研究を行い、
対策技術の実用化を図る。

水循環の保全

農水商工部 農水商工部
工場等排水対策推進事業
費

休廃止鉱山鉱害防止事業
費

7,853 7,853

坑廃水処理事業を行う事業者に対し、坑廃水処理
に要する経費の一部を補助する市町村に補助す
ることにより、休廃止鉱山から流出する坑廃水に
よる流域河川の汚染（鉱害）を防止する。・休廃止
鉱山名熊野市紀州鉱山・坑廃水処理事業者名財
団法人資源環境センター

水循環の保全

農水商工部 農水商工部
国営造成施設県管理事業
費

国営造成施設県管理事業
費

27,957 12,032

国営中勢用水事業により造成された安濃ダムは
農業専用のダムであるが、安濃川の河川改修が
あまり進まない現状にあるので、防災的な見地か
ら洪水調整機能をダム管理で発揮させる必要が
あり、的確な判断と同時に河川管理者との緊急な
連絡調整等、高度で複雑な操作技術が求められ
ている。また、水利協議に際して防災的、公共的
な見地から、ダム管理は県（農水商工部）が行うこ
とで国土交通省の了解が得られている。さらに、
事業申請にあたりダム管理は県が行うことになっ
ていることから、平成元年度より本ダムを管理して
おり、これに要する経費を負担する。

水資源の確保と効
率的な総合利用



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
安濃ダム緊急施設整備事
業費

公共事業 20,510 8,133

安濃ダムは、国営中勢用水事業により造成され、
防災的・公共的な見地から県（農水商工部）が管
理しているが、水管理施設導入後２０年以上が経
過し、管理施設の老朽化等で安全管理に支障をき
たしていることから、施設を改修し安全管理の維
持・向上を図る。

水資源の確保と効
率的な総合利用

農水商工部 農水商工部 農業試験研究管理費 農業試験研究管理費 95,663 86,805
農業研究所の一般的な管理運営及び試験圃場に
要する経費

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部 農業試験研究管理費
農業研究所山林及びほ場
周辺環境整備事業費

1,050 0

農業研究所周辺の西山地区には研究所ほか農業
大学校、関係ほ場、西山古墳などがあり、自然環
境を活かした市民の憩いの場としての活用など開
放型の研究施設とするため、遊歩道整備や草刈り
などの環境整備を行います。

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部 農業研究施設機器整備費 農業研究施設機器整備費 1,252 1,252
公設試験研究機関における緊急を要する修繕、
重要な施設整備を行う。

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部 畜産業試験研究管理費 畜産業試験研究管理費 59,043 25,658

畜産研究所の一般的な管理運営に必要な経費。
具体的には、黒毛和種繁殖・供卵・育成・肥育牛
群を管理するとともに、種豚、子豚、能力の優れた
種鶏、採卵鶏、肉用鶏を飼養し、試験研究に供す
る。

科学技術交流の推
進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
畜産業研究施設機器整備
費

畜産研究所施設整備事業
費

289,447 447

①研究に供試する家畜の頭羽数を必要最小限と
しながら、研究機能の向上を目的に「現地縮小整
備」を行い、研究活動の効率化・省力化を図る。②
地元から改善要求のある臭気問題及び県民・地
域住民に愛され親しまれるアメニテイ的な場という
面を考慮した的確な整備を図る。

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部 水産業試験研究管理費 水産業試験研究管理費 55,601 47,092
水産研究所（研究室含む）の維持管理費所属船の
維持管理費嘱託員の報酬及び社会保険料業務補
助職員の賃金及び社会保険料各種負担金

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部
水産業研究施設機器整備
費

水産業研究施設機器整備
費

35,464 1,464
水産研究所における施設の整備及び機器類等の
整備に要する経費

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部 科学技術企画振興費 顧問等設置事業費 7,509 7,509

県研究所に係る試験・研究に対する助言・指導、
産学官の共同研究等における関係機関との調整
などのため、顧問として有識者を研究所に配置し
ます。

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部 科学技術企画振興費 知的財産取得活用事業費 6,157 5,932

公設試験研究機関の研究成果を最大限に活用す
るためには、その成果を特許等の取得に結びつけ
る必要がある。特許等の重要性が高まる中で、発
明者及び県が取得した権利を広く県内の必要とす
る企業に対して技術移転（実施権の譲渡）し、県内
産業の高度化を図っていくことが今日的課題と
なっている。当該発明案件が発生してからの予算
措置では、先顧主義をとる特許制度ではタイム
リーな対応ができず、遅れをとることになるので、
事前の予算措置を図る。

科学技術交流の推
進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 科学技術企画振興費
科学技術イノベーション政
策推進調査事業費

6,388 3,588

科学技術による地域イノベーションの創出を図る
ため、多様な研究機関と連携・協力して研究開発
を行う体制やネットワークづくりのための基礎調査
を行います。

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部 研究交流費
研究交流・研究プロジェク
ト推進事業費

180,817 22,752

地域の多様な主体の連携による継続的な研究プ
ロジェクトの創出を目指して、事業者・高等教育機
関等との研究ネットワーク構築を進めるとともに、
研究コーディネート機能や研究プロジェクト立案機
能の向上に取り組みます。また、獲得した研究プ
ロジェクトの効率的な予算管理を行います。

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部 研究交流費
中小企業等知的財産活用
支援事業費

14,249 14,249

県内の中小企業等の知的財産を生かした事業活
動を促進するため、知的財産に関するセミナーの
開催、特許等の相談窓口の設置、パテントマップ
の作成支援や海外特許の取得支援を行います。
●内容①知的財産研修・相談支援事業②知的財
産戦略的活用支援事業③産学官連携基盤整備事
業

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部 研究交流費
次世代真珠養殖技術と
スーパーアコヤ貝の開発・
実用化研究事業費

66,120 0

独立行政法人科学技術振興機構の競争的研究資
金「地域イノベーション創出総合支援事業重点地
域研究開発推進プログラム研究開発資源活用型」
の平成１９年度新規課題（Ｈ１９～Ｈ２１）として採
択された。本県が中核機関となり、三重県内真珠
漁協研究会（１０研究会、７０事業者）と三重大学、
三重県水産振興事業団等６研究機関が連携し、
耐環境、耐病、高真珠形成能力アコヤ貝作出と革
新的養殖技術により、花珠（はなだま）等高品質真
珠を効率的に生産する次世代養殖システムを開
発・実用化する。

科学技術交流の推
進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 研究交流費 科学技術理解増進事業費 1,680 1,680

県研究所の研究に対する県民の理解増進や特に
次世代を担う子どもたちが科学技術への関心を高
める機会を提供し、県民が科学技術に親しむこと
ができる風土育成を目指す。また、青少年の発明
等に対する顕彰として、（社）発明協会三重県支部
が実施する発明くふう展の中で、青少年の発明、
考案など優秀な作品を顕彰する事業に対して補助
を行う。

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部
鈴鹿山麓研究学園都市セ
ンター管理費

鈴鹿山麓研究学園都市セ
ンター管理費

21,478 20,662
鈴鹿山麓研究学園都市センターの維持管理に係
る経費

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部 工業試験研究管理費 工業試験研究管理費 67,793 67,577 工業研究部の運営及び管理に要する経費
科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部 工業研究施設機器整備費 工業研究施設機器整備費 7,939 429
工業研究所における施設の整備及び機器類等の
整備に要する経費

科学技術交流の推
進

農水商工部 農水商工部 大阪事務所費 大阪事務所管理事業費 17,127 17,113

関西圏と三重県の行政機関、関係団体、経済界、
マスコミ等をつなぐネットワークづくり及び観光誘
客、企業誘致、新産業創造支援の拡大等の前線
基地として戦略的に活動します。

県情報の効果的な
発信による情報共
有化の推進



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 大阪事務所費
関西情報受発信ネット
ワーク事業費

4,350 3,810

関西圏における情報受発信をより効率的・効果的
なものにしていくため、「観光誘客」「企業誘致」「新
産業創造支援」等の大阪事務所諸活動で築いて
きた各分野のパートナーとの協働関係をより緊密
にし、人的ネットワーク拡大充実を図るとともに、
関西圏における情報受発信を総合的にコーディ
ネートした観光戦略を展開し、関西圏と本県との
情報交流の推進に活用する。

県情報の効果的な
発信による情報共
有化の推進

農水商工部 農水商工部 農山漁村交流支援事業費 山村振興特別対策事業費 28,914 4,666

農山漁村活性化計画及び山村振興計画に掲げる
目標に即し、農林漁業の振興、都市との交流促
進、生活環境の整備及び就業機会の拡大を図る
とともに、山村振興施策の推進に資するため、全
国レベルの各種団体に参画し情報収集を行い、山
村の振興に資する。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部 農山漁村交流支援事業費
都市との共生による農山
漁村再生事業費

7,640 7,340

農山漁村の魅力を広く発信して「三重の里ファン」
を増やすとともに、遊休農地など農山漁村の資源
を活用した都市との交流・共生を促進し、農山漁
村を再生して次世代へ継承していきます。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部 農山漁村交流支援事業費
子ども農山漁村交流プロ
ジェクト推進事業費

9,000 0

子ども農山漁村交流プロジェクトを推進するため、
体験民宿の開業促進や体験指導者育成及びモデ
ル的な支援により、受入体制の整備を促進する。
また、フォーラムの開催や学校側への積極的なPR
を行い、受入側、学校側双方の取り組み気運を醸
成する。このことにより、農山漁村の地域コミュニ
ティ再生と地域活力増進を目指す。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部 農山漁村交流支援事業費
グリーン・ツーリズムネット
ワーク拡充事業費

2,339 2,339

三重県の農山漁村を県内外に広くPRし、都市と農
山漁村との交流を促進するため、平成２２年度に
実践者と協働で作り上げるグリーン・ツーリズム全
国大会を開催する。大会に向け、平成２１年度は
県内のグリーン・ツーリズム実践者相互のネット
ワーク構築及び県民の農山漁村への理解醸成を
目的として、地域研修会、シンポジウム、先進地視
察、全国大会への参加を行う。

元気で魅力ある農
山漁村づくり



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 農山漁村交流支援事業費
企業がサポートする農山
漁村づくり事業費

1,800 0

高齢化や過疎化により営農や生活面での取組が
困難となっている農山漁村地域において、新たに
企業のＣＳＲ活動の一環として企業が農山漁村を
サポートする取組をモデル的に支援する。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部 農山漁村交流支援事業費
都市と農山漁村との交流
施設整備支援事業費

11,380 0

都市と農山漁村の地域間交流により農山漁村の
活性化を促進するため、地域住民による農林水産
物、自然や伝統など豊かな地域資源を生かした交
流施設の整備を支援するとともに、自立・持続可
能な地域づくり～美し国～おこしを進める。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
県営中山間地域総合整備
事業費

公共事業 73,290 12,625

自然的、社会的、経済的諸条件に恵まれない中
山間地域における農業・農村の活性化を図るた
め、地域の特性に応じた生産及び生活環境の基
盤を総合的に整備し、地域の立地条件に適応した
活力ある農業の確立と快適で住みよい農村づくり
を行う。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
県営中山間地域総合整備
事業費

公共事業（東紀州対策） 368,098 11,799

自然的、社会的、経済的諸条件に恵まれない中
山間地域における農業・農村の活性化を図るた
め、地域の特性に応じた生産及び生活環境の基
盤を総合的に整備し、地域の立地条件に適応した
活力ある農業の確立と快適で住みよい農村づくり
を行う。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
ふるさとの機能発揮促進
事業費

ふるさと水と土保全対策
事業費

9,000 0

中山間ふるさと・水と土保全基金を活用し、中山間
地域等における農地等の多面的機能を良好に発
揮させるため、ふるさと水と土指導員等の資質向
上及び、農山漁村風景の維持継承活動を行うとと
もに、地域の独創的保全活動を積極的に支援し、
活発かつ継続的な地域住民活動の展開により地
域の活性化を図る。

元気で魅力ある農
山漁村づくり



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
ふるさとの機能発揮促進
事業費

中山間ふるさと・水と土保
全基金積立金

5,763 0

中山間地域における土地改良施設及びこれと一
体的に保全することが必要な農地を対象として、
地域全体にかかる各種の保全活動を実施し地域
の総合的な活性化を推進する経費の財源に充て
るため、基金を活用する。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
バイオマス利活用促進事
業費

バイオマス利活用促進事
業費

2,156 2,156

国産バイオマスの利活用の加速化を図るために、
すべての地域住民に地域に存在する未利用のバ
イオマス量やその価値と利活用の取組の必要性
を認識してもらうことが重要である。そのため地域
における未利用のバイオマスの実地調査を実施
し、地域の未利用のバイオマスの発見及び利活用
に向けた普及・啓発を目的としている。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
中山間地域の地域力再生
モデル支援事業費

中山間地域の地域力再生
モデル支援事業費

1,066 1,066

これまで「弱み」として認識されていた中山間地域
の要素（産業面での地域格差、少子高齢化、過疎
化など）を、従来の画一的なビジョン（例えば、経
済発展による地域活性化などの大都市志向）とは
違う観点から見直すことによって、その地域独自
の「強み」に変えることが可能となると思われる。
そこで、地域内外の多様な主体による協働ののも
と、地域の魅力・資源を、従来の考え方とは「逆」
の観点で再発見し、地域自らの力で「地域の成長
モデル」を構築しようとするモデル的取組みを支援
する。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
揮発油税財源身替農道整
備事業費

公共事業 241,500 100

農林漁業用揮発油税身替措置の一環として農業
生産および農業生産物の流通の合理化を図り、
併せて農村環境の改善に資することを目的とす
る。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
揮発油税財源身替農道整
備事業費

公共事業（東紀州対策） 105,000 1

農林漁業用揮発油税身替措置の一環として農業
生産および農業生産物の流通の合理化を図り、
併せて農村環境の改善に資することを目的とす
る。

元気で魅力ある農
山漁村づくり



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 広域農道整備事業費 公共事業 220,500 600

広域営農団地育成対策の一環として、その地域に
近代農業に適合する理想的な農道網を整備して、
零細団地の集団化・経営の協業化を図ると共に、
地域内における農耕・収穫・運搬・選別・加工・出
荷等の諸作業を広域的に一貫した流れ作業化す
ることにより高生産性農業を展開し、併せて農村
生活環境を整備することを目的とする。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部 広域農道整備事業費
公共事業（幹線道路網整
備）

1,186,500 800

広域営農団地育成対策の一環として、その地域に
近代農業に適合する理想的な農道網を整備して、
零細団地の集団化・経営の協業化を図ると共に、
地域内における農耕・収穫・運搬・選別・加工・出
荷等の諸作業を広域的に一貫した流れ作業化す
ることにより高生産性農業を展開し、併せて農村
生活環境を整備することを目的とする。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部 緊急輸送農道整備事業費 公共事業（緊急輸送道路） 420,000 0

中勢３期地区は、「第２次三重地震対策アクション
プログラム」に基づく取組みを進める地区であり、
大災害時における救助・救急・医療・消火活動及
び避難者への物資の供給に必要な人員及び物資
の輸送を行うための緊急輸送道路を必要としてい
る農村地域である。当農道を整備することにより、
先の目的に併せて、生活面、産業面の利便性も飛
躍的に高まり、農村地域の向上に資する道路とし
て期待されている。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部 一般農道整備事業費 公共事業 52,500 375

農業の振興を図るべき地域において、農業生産の
近代化、農業生産物等の流通機構の合理化を図
るうえで必要な農道のうち基幹的な農道及び農道
環境の整備を行い生産環境の近代化を図ることを
目的とする。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
ふるさと農道緊急整備事
業費

県単公共事業 222,200 100

農村地帯において緊急に対応しなければならない
課題に応えるため、早急に整備する必要がある農
道について国庫補助事業と地方単独事業を効果
的かつ積極的に推進していくことにより、その整備
を大幅に促進し、もって農村地帯の振興と生活環
境の改善に資することを目的とする。

元気で魅力ある農
山漁村づくり



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
ふるさと農道緊急整備事
業費

県単公共事業（幹線道路
網整備）

174,730 315

本県の広域基幹道路である国道や県道と接続す
る基幹農道を整備することで広域的な道路ネット
ワークを構築し、県民や県を訪れる人々の利便性
の向上と交流人口の増加を図ることを目的とす
る。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部 緊急減災農道整備事業費
県単公共事業（緊急減災
道路）

424,200 1,200

農村地域において、農村生活環境の改善と農村
地域の振興、特に災害時の避難路として役割を担
う、生活に密着した農道の整備を図ることを目的と
する。長通達総財務第９１号

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
団体営農村振興総合整備
事業費

公共事業 129,440 24,115

農村が抱える高齢化、過疎化、混住化など従来か
らの課題に加え、市町村合併等による都市部等へ
の人口集中などによる集落機能の低下、社会資
本整備の地域間格差など新たな課題を解決する
ために、農業生産基盤の整備と併せて農山漁村
の生活環境の整備を実施し農村地域の総合的な
振興を図る。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
団体営農業集落排水整備
促進事業費

公共事業 828,703 19,542

農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の
機能維持又は農村環境の改善を図り、併せて公
共用水域の水質保全に寄与するため、農業集落
におけるし尿、生活雑排水又は雨水を処理するた
めの施設を整備し、生産性の高い農業の実現と活
力ある農村社会の形成に資する。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
団体営農業集落排水整備
促進事業費

公共事業（閉鎖性海域再
生）

420,072 10,561

農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の
機能維持又は農村環境の改善を図り、併せて公
共用水域の水質保全に寄与するため、農業集落
におけるし尿、生活雑排水又は雨水を処理するた
めの施設を整備し、生産性の高い農業の実現と活
力ある農村社会の形成に資する。

元気で魅力ある農
山漁村づくり



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
団体営農業集落排水整備
支援事業費

県単公共事業 115,210 115,210
団体営農業集落排水整備促進事業を支援するた
め、市町の起債償還に対して支援を行う。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
団体営農業集落排水整備
支援事業費

県単公共事業（閉鎖性海
域再生）

67,773 67,773
団体営農業集落排水整備促進事業を支援するた
め、市町の起債償還に対して支援を行う。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
県営農村振興総合整備事
業費

公共事業 189,000 13,250

地域における自然的、社会的諸条件等を踏まえつ
つ農業生産基盤の整備及びこれと関連をもつ農
村生活環境の整備を総合的に実施し活力ある農
村地域社会の発展を図る。●事業の内容・農業生
産基盤整備・農村生活環境基盤整備・特認事業

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部 漁業集落環境整備事業費 公共事業 13,640 2,420
漁業の振興を図るため、その基盤である漁港の機
能の増進とその背後の漁業集落における生活環
境の改善を総合的に整備する。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
地域再生基盤漁業集落排
水整備指導事業費

公共事業 4,800 2,400

一定の区域内で実施する公共下水道、集落排
水、浄化槽の施設を連携して効率的に整備するよ
う、事業間で融通可能とした交付金事業のうち、漁
業集落排水の整備を行う市町に対して必要な指
導・助言を行う。

元気で魅力ある農
山漁村づくり

農水商工部 農水商工部
漁業集落排水整備支援事
業費

県単公共事業 30,615 30,615

漁村の生活環境及び水域環境の改善を図るた
め、地域再生基盤漁業集落排水整備事業等にお
ける漁業集落排水整備について、市町の起債償
還に対して支援を行う。

元気で魅力ある農
山漁村づくり



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部
紀南版元気なみかんの里
創生事業費

紀南版元気なみかんの里
創生事業費

5,526 5,526

紀南地域の主要産業である農業（かんきつ）を将
来に向け維持・発展させるため、新規就農者の確
保・育成に向けたサポート体制の確立を図るととも
に、優良品種への転換促進、他産業との連携によ
る商品開発や需要拡大などの活動を支援します。
（１）新規就農者の確保・育成対策（２）優良品種へ
の転換促進対策（３）新商品づくり支援対策（４）産
業観光の体制整備対策

東紀州地域の振興

農水商工部 農水商工部 漁業調整委員会総務費
全国海区漁業調整委員会
連合会負担金

180 180

海区漁業調整委員会の相互連携を密にし、重要
諸問題の解決を図り、適正円滑な運営を期し、
以って全国水産業の発展に寄与してその使命を
達成する。１海区漁業調整委員会の相互連絡協
議２漁業振興策の研究に関する事項３連合会の
運営に必要な資料の作成４海区漁業調整委員会
の研修５連合会会報の発行６その他理事会にお
いて必要と認める事項

行政委員会

農水商工部 農水商工部 漁業調整委員会総務費 漁業調整委員会事務費 2,588 561

当海区における漁業の総合的な調整および海面
利用を図るために海区漁業調整委員会を運営す
る。委員会等開催計画区分開催予定回数委員会
１２公聴会３小委員会５連合海区委員会等３全漁
調連関係会議３クエ延縄漁業調整１広域漁業調
整委員会２

行政委員会

農水商工部 農水商工部
内水面漁場管理委員会総
務費

全国内水面漁場管理委員
会連合会負担金

160 160

内水面漁場管理委員会の相互連絡を密にし、重
要諸問題の解決を図り、適正円滑な運営を期し、
以って全国内水面漁場の発展に寄与し、その使命
を達成する。１内水面漁場管理委員会の相互連
絡協議２内水面漁業振興の研究に関する事項３
連合会の運営に必要な資料の作成４内水面漁場
管理委員会の職員の研修５漁場管理対策検討会
の運営

行政委員会

農水商工部 農水商工部
内水面漁場管理委員会総
務費

内水面漁場管理委員会事
務費

727 464

本県内水面漁場における内水面漁業、水産動植
物の採捕および増殖に関する事項の調整を図る
ため、内水面漁場管理委員会を運営する。委員会
等開催計画区分開催予定回数委員会６全内水関
係会議２現地調査２

行政委員会



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 農政総務費 人件費 7,077,679 7,016,210 農水商工部関係職員人件費 人件費

農水商工部 農水商工部 漁業調整委員会総務費 漁業調整委員報酬 19,080 17,021

海区漁業調整委員会は、地方自治法第１８０条の
５第２項に基づき都道府県に置かれている執行機
関である。海区漁業調整委員会は、漁業法第８４
条により主務大臣が定める海区に置き三重県地
先海面は「三重海区」と指定されている。三重海区
漁業調整委員会の権限は大きく諮問事項（漁業権
に関する行政処分への意見）、建議事項（知事に
対し変更等を促す行為）、決定事項（漁業調整の
ための委員会指示）等を有し、これらの委員会活
動に対し報酬を支払う。

人件費

農水商工部 農水商工部
内水面漁場管理委員会総
務費

内水面漁場管理委員報酬 6,720 6,525

内水面漁場管理委員会は、地方自治法第１８０条
の５第２項に基づき都道府県におかれている執行
機関である。内水面漁場管理委員会は漁業法第
１３０条により都道府県に置き、当該都道府県の
区域内に存する内水面動植物の採捕および増殖
に関する事項における事務を処理する。これらの
活動に対して報酬を支払う。

人件費

農水商工部 農水商工部 給与費 人件費 1,825,053 1,825,053 農水商工部職員人件費 人件費

農水商工部 農水商工部 給与費 人件費 72,807 72,807 計量検定所職員人件費 人件費



部局名称 所属名称 事業名称 細事業名称
本年度事業費

(千円)
本年度県費

(千円)
事業概要（目的） 政策体系名称

農水商工部 農水商工部 公債費 県債償還金 59,589 0 市場事業債にかかる償還金 公債費

農水商工部 農水商工部 公債費 県債償還金利子 25,374 0 市場事業債にかかる償還金利子 公債費

農水商工部 農水商工部
中小企業者等支援資金貸
付事業費

中小企業基盤整備機構償
還金

1,059,388 0

高度化事業資金貸付金の一部財源として中小企
業基盤整備機構から借入れた債務（県債）を、償
還期日にあわせて中小企業基盤整備機構へ償還
しようとするもの。

公債費

農水商工部 農水商工部 農政総務費 交際費 800 800 部長、理事及び観光局長交際費 その他

農水商工部 農水商工部 漁業調整委員会総務費 交際費 200 200
海区漁業調整委員会および内水面漁場管理委員
会に要する会長交際費

その他


